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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期

決算年月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月

売上高 (千円) 17,954,75017,976,51619,024,97419,657,08220,777,399

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) 575,868 488,629 416,958 357,429△98,786

当期純利益又は
当期純損失（△）

(千円) 564,219 508,277 266,131 181,045△79,847

純資産額 (千円) 362,611 870,9111,609,3561,789,6651,667,282

総資産額 (千円) 6,849,4967,518,8948,673,0568,822,9968,872,969

１株当たり純資産額 (円) 18.23 43.79 72.52 80.63 74.97

１株当たり当期純利益又
は当期純損失（△）

(円) 28.37 25.55 12.40 8.16 △3.59

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― 12.08 8.06 ―

自己資本比率 (％) 5.3 11.6 18.6 20.3 18.8

自己資本利益率 (％) 155.6 82.4 21.5 10.7 ─

株価収益率 (倍) ― ― 18.4 17.2 ─

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 683,383 660,009 435,892 229,567△652,584

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △533,887△48,047△256,420△546,715△986,230

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △350,000 ― 472,443 △786 958,448

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 768,8311,380,7932,032,7091,714,7741,034,407

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
79
(1)

86
(3)

94
(2)

109
(0)

134
(0)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。
２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については新株予約権がありますが、第33期まで当社株式は非上場であ
り、期中平均株価の把握が困難なため記載しておりません。また、第36期の潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、新株予約権がありますが、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

３　株価収益率については、当社株式は第33期まで非上場でありますので記載しておりません。また、第36期の株価
収益率については、当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

４　従業員数は他社からの出向者が含まれております。また、第36期においては、使用人兼務役員２名について従業
員数から除いております。

５　第32期の自己資本利益率は連結初年度のため、期末純資産額に基づいて計算しております。また、第36期の自己
資本利益率については、当期純損失を計上しているため、記載しておりません。
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(2)　提出会社の経営指標等

　

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期

決算年月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月

売上高 (千円) 17,952,78717,966,01019,000,97119,633,66220,755,733

経常利益又は経常損
失（△）

(千円) 576,119 488,965 413,253356,538△98,742

当期純利益又は当期
純損失（△）

(千円) 564,528 508,913 263,761180,482△79,381

資本金 (千円) 994,500 994,5001,194,7001,195,0251,196,200

発行済株式総数 (千株) 19,890 19,890 22,218 22,231 22,278

純資産額 (千円) 362,920 871,8571,607,9321,787,6771,665,760

総資産額 (千円) 6,850,1097,530,4808,679,4608,821,8628,871,618

１株当たり純資産額 (円) 18.25 43.83 72.46 80.54 74.90

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
―

(―)

―

(―)

―

(―)

2.00

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) 28.38 25.59 12.29 8.13 △3.57

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

(円) ― ― 11.97 8.03 ―

自己資本比率 (％) 5.3 11.6 18.5 20.3 18.8

自己資本利益率 (％) ― 82.4 21.3 10.6 ─

株価収益率 (倍) ― ― 18.6 17.2 ─

配当性向 (％) ― ― ― 24.5 ―

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(名)
79
(1)

86
(3)

94
(2)

109
(0)

134
(0)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。
２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、第32期及び第33期については新株予約権がありますが、当社株式は
第33期まで非上場であり、期中平均株価の把握が困難なため記載しておりません。また、第36期の潜在株式調
整後１株当たり当期純利益については、新株予約権がありますが、１株当たり当期純損失であるため記載して
おりません。

３　第31期の純資産額がマイナスであったため、第32期について自己資本利益率は記載しておりません。また、第36
期の自己資本利益率については、当期純損失を計上しているため、記載しておりません。 

４　株価収益率については、当社株式は第33期まで非上場でありますので記載しておりません。また、第36期の株価
収益率については、当期純損失を計上しているため、記載しておりません。 

５　従業員数は他社からの出向者が含まれております。また、第36期においては、使用人兼務役員２名について従業
員数から除いております。
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２ 【沿革】

平成９年９月、提出会社の前身であるQDS事業部は大手・中規模事業所向け文具・オフィス関連用品の調

達代行を目的とする新規流通事業部門として、提出会社の親会社であるプラス株式会社の中で発足いたし

ました。

ビズネット事業本部(旧QDS事業部)は、平成12年５月21日にソリューション事業としての位置付けを明確

にするためにプラス株式会社から分社いたしました。

企業集団に係る経緯は次のとおりであります。

年  月 事　　　　　　項

平成９年９月 プラス株式会社にて「QDS(クイック・デリバリー・システム)事業」を開始

平成10年11月 インターネットによる受注を開始

平成10年12月 「QDS事業」と「OFCO(オフィス・コンビニエンス)事業」を統合

平成11年５月 「QDS事業」を「Biznet(ビズネット)事業」に名称変更

平成11年６月 Biznetサービス対応「解決倶楽部」を開始

平成11年９月 EDI（注）による受注を開始

平成11年９月 東京23区内当日配送開始

平成11年10月 Biznetグリーン商品のカタログ対応開始

平成12年２月 ISO14001認証取得(プラスグループの一員として)

平成12年３月 Biznet新基幹システム[B-cube]第１次システム稼動

平成12年５月 省資源梱包導入　ポリ袋・紙袋使用・ダンボールの肉薄化

平成12年５月 プラス株式会社より「Biznet事業」を事業継承し、ビズネット株式会社として

営業開始(資本金２億５千万円)

平成12年８月 Biznetカスタマー・コンタクト・センター設立

平成13年１月 Biznet大阪物流センター設立

平成14年６月 ISO14001認証取得(ビズネット単独)

平成14年８月 所沢物流センター（埼玉県入間郡三芳町）を東京センター(東京都江東区)に移転

平成15年７月 株式会社ＢtoＢ（本社　東京都江東区　資本金　１０百万円（現連結子会社））を設立

平成16年５月 管理者機能Bizm@nage（ビズマネージ）サービス開始

平成16年10月 「ついで便」預かりサービス開始

平成17年５月 ＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメントシステム）認証取得

平成17年８月 ジャスダック上場

平成17年12月 Biznet大阪物流センター移転（大阪府摂津市）

平成18年２月 全国土曜配送開始、大阪市内当日配送開始

平成18年６月 本社を東京都港区麻布台に移転

平成19年３月 ISO14001認証を大阪物流センターで拡大取得

平成19年４月 名古屋支店（名古屋市中区）開設

平成19年５月 大宮支店（さいたま市大宮区）および仙台オフィス（仙台市青葉区）開設

平成19年６月 情報セキュリティマネジメントシステム国際認証基準ISO27001取得（本社）

平成19年７月 Biznet東京センター移転（東京都江東区新砂）

平成20年１月 横浜川崎エリアで当日配送開始

「ネットdeカタログ」サービス開始

富士ゼロックス株式会社（東京都港区）及び富士ゼロックスインターフィールド株式会社（東

京都品川区）との間での業務提携契約に基づくｅサプライ事業を開始

平成20年４月 「ビズネット プラットフォーム レンタルサービス」サービス開始

「ビズネット ソリューション マルチハブ システム」サービス開始

平成20年５月 「Biznet東京第２センター(東京都江東区)」設立
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(注) 　　ＥＤＩ（Electric Data Interchange 企業間電子購買システム）

(参考) 　当社の法人登記上の前身で休眠会社であった株式会社タートルプロセスにかかる登記上の変遷と、上記事業内

容変遷に至りました当社の商号変更、事業継承等の経緯概略は下図のとおりであります。
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３ 【事業の内容】

当社グループ（当社及び連結子会社）は親会社かつ取引先であるプラス株式会社を中核とするプラスグ

ループに属しております。 

　プラスグループはその親会社である株式会社アイアンドアイ、プラス株式会社、当社グループ、プラスロジ

スティクス株式会社、並びにアスクル株式会社他23社にて構成し、オフィス関連商品の製造、販売及びこれ

に関連するサービスの提供等の事業を行っております。

その中で当社グループはソリューション事業を行っております。当該事業以外に事業の種類がないため、

以下において事業部門別の記載は行っておりません。

当社グループは、当社及び既存ディーラーの補完的役割を担う100%出資販売連結子会社　株式会社ＢtoＢ

　にて構成されております。

当社グループは、基本的に大手・中堅事業所（注1）に対して、文具・オフィス生活用品等の調達システ

ムと社内物流業務のプラットフォームを提供し、総務部門のビジネスプロセスの効率化をお手伝いする企

業を目指しております。また、ＩＴとロジスティクスとの複合的サービスにより、環境対応に優れた効率性

の高いソリューションの提供に努めてまいります。また、社会貢献意識の高い従業員の育成に努め、個性と

独創性の発揮によって、お客様はもとより従業員満足の高い企業を目指してまいります。

この事業は当社グループが運営するビズネットシステムを利用するディーラーが顧客開拓、導入提案、稼

動促進、請求回収、与信管理等の営業活動を行うことにより、当社とディーラーそれぞれが最も力を発揮で

きる業務を分担し、流通の過程で重複する行為を排除する、社会最適な仕組みを目指したものであります。

　

当社グループの売上は、ソリューションサービス提供によるＰＣ・ＯＡ用品、事務用品、オフィス生活用

品等のディーラーに対する、商品売上が主要なものであります。またそのほかに、「ついで便」預かりサー

ビスフィー、システムフィー収入、カタログ広告掲載料等、お客様がそのビジネスプロセスの一部または全

部を当社にアウトソースすることによって得られるフィー収入等により構成されるＢＰＯ(注2)売上があ

ります。ユーザーに対するサービスを当社グループとディーラーで分担することにより時間とコストが大

幅に削減され、受注・在庫・配送といった従来のディーラーが行っていた業務は、当社グループにアウト

ソーシングすることによって、ディーラーは新規顧客の開拓、提供商品の見直しや提案などの営業に注力す

ることが可能となります。

当社グループは、第２ステージ（注3）のビジョンとして、「企業ＭＲＯ（注4）購買におけるＢＰＯサー

ビス提供のハブカンパニー」になることを掲げ、事業拡大に取組んでまいりました。文具・オフィス生活用

品の調達代行サービスに加え、購買管理者の支援システムである「Bizm@nage（ビズマネージ）」と、ユー

ザー企業のオリジナル物品をお預かりし、当社システムでお届けする「ついで便」預かりサービスを軸に、

独自性と付加価値の高いビジネスモデルの構築を目指してまいりました。今後は、「物流をコアにお客様の

総務業務の効率化をサポートする最適システム」の構築に向かって事業の基盤整備とサービスメニューの

強化に取組み、企業価値の向上を通じてステークホルダーの皆様の期待にお応えしてまいります。
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(注) １　大手・中堅事業所とは、上場企業またはそれに準ずる企業（上場企業の関連企業や非上場の大手企業など）に

代表されるような、本社管理部門がＭＲＯ購買の意思決定を行っている、もしくはその潜在的なニーズのある

企業などを指します。

２　ＢＰＯ：業務の外部委託（Business　Process　Outsourcing）　　

３　第１ステージ：平成12年5月から平成17年5月までの5年間

　　（プラス株式会社より分社独立からＪＡＳＤＡＱ上場まで）

　　第２ステージ：平成17年6月から平成22年5月までの5年間

４　ＭＲＯ：企業が経費で購入する非生産財、間接材（Maintenance　Repair　and　Operations） 

　

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

［事業系統図］

　

　

（注）物流業務の一部をプラスロジスティクス株式会社（親会社の子会社）に委託しております。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業
内容

議決権の所有
・被所有割合
(％)

関係内容

（親会社）
プラス株式会社　

東京都港区 1,321,300
文具・オフィス
家具等の製造・
販売

被所有
50.34
[5.90]
(17.26)

商品の仕入及び
設備の賃借他
 

（連結子会社）
株式会社ＢtoＢ

東京都港区 10,000小売業
所有
100.0

商品の販売他
役員１名兼務

(注) １　プラス株式会社は、有価証券報告書を提出しております。

２　株式会社ＢｔｏＢは、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しておりません。

３　特定子会社に該当する会社はありません。

４　株式会社ＢｔｏＢは連結売上高に占める売上高の割合が10％以下のため、主要な損益情報等の記載を省略して

おります。

５　連結財務諸表に重要な影響を与えている債務超過の会社はありません。

６　議決権の被所有割合の[　　]内は、間接被所有割合で内数であります。

７　議決権の所有・被所有割合欄の（外書）は緊密な者または同意している者の所有割合であります。

　

５ 【従業員の状況】

(1)　連結会社における状況

平成20年５月20日現在

事業部門の名称 従業員数(名)

事務 51

販売 55

管理 28

合計 134

(注) １　従業員は前期比25名増加しておりますが、これは今後の事業拡大を展望し、新卒採用・中途採用を進めている

ためです。

２　使用人兼務役員２名（事務１名、販売１名）は、従業員数から除いています。

　

(2)　提出会社の状況

平成20年５月20日現在

従業員数(名) 平均年齢(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

134 41.0 3.25 6,317

(注)　１　平均年間給与には、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

    　２　従業員は前期比25名増加しておりますが、これは今後の事業拡大を展望し、新卒採用・中途採用を進めている

ためです。

　

(3)　労働組合の状況

当社グループは労働組合が組織されており、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1)　業績

当連結会計年度における我が国の経済は、前半は、好調な輸出や堅調な民間企業設備投資等に支えられ

総じて拡大基調を維持しつつ推移してきましたが、後半には、サブプライムローン問題を背景とするアメ

リカ経済の減速感や金融資本市場の変動、また原油等資源価格の高騰等から、国内企業の収益や雇用情勢

は不透明感を強める展開となりました。

当社を取り巻く経営環境は、引き続きユーザー企業におけるコスト削減の取り組みが進む中、通販事業

者等との競合は激しくなっており、一方で原油や各種素材価格上昇の影響による仕入価格の上昇懸念等

今後に注意を要する状況となっております。また、世界的に環境問題への意識が高まる中で、古紙パルプ

配合率偽装に関する問題等もあって、ユーザー企業の環境・品質意識の高まりには今後も留意する必要

があります。

こうした環境の中で当社は、有力なディーラーとの連携を強めることによって、お客様企業への提案営

業力の強化を図るとともに、企業等のオリジナル物品をお預かりし当社システムでお届けする「ついで

便」預かりサービス、企業等が現在お使いの物流倉庫に当社システムを連携する「外部倉庫連携」等の

サービス拡大に取り組み、企業体質を着実に改善させることに注力いたしました。

また、富士ゼロックスインターフィールド株式会社が行うｅサプライ事業について、平成20年１月15日

よりシステムおよびサービスの提供を開始し、これによる新規登録ユーザー数や取引量は着実に増加傾

向にあります。なおこの事業開始により、従来の売上は一部フィー収入に移行しております。

売上高は引き続き増加を確保いたしました。一方、今後の業務拡大に備えるため、人員の確保や東京セ

ンター移転に伴う一時費用等を含む販売費及び一般管理費も増加いたしました。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は207億77百万円（前年同期比5.7％増）、売上総利益は56億59百

万円（同15.3％増）、販売費及び一般管理費は57億93百万円（同26.2％増）、営業損失は1億33百万円、経

常損失は98百万円、当期純損失は79百万円となりました。 
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(2)　キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は６億80百万円の減少とな

り、10億34百万円（前年同期比39.7％減）となりました。

また、当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、６億52百万円（前年同期は２億29百万円の収入）となりました。これ

は減価償却費２億93百万円、売上債権の減少４億79百万円等の増加要因に対して、仕入債務の減少４億89

百万円、たな卸資産の増加３億47百万円、受入保証金の減少２億21百万円、立替金の増加１億78百万円等

の減少要因があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、９億86百万円（前年同期比80.4％増）となりました。これは、ソフト

ウエアの取得による支出７億25百万円、有形固定資産の取得による支出２億48百万円、保証金差入による

支出１億71百万円等の減少要因があったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、９億58百万円（前年同期は０百万円の使用）となりました。これは主

に短期借入金の純増加額10億円、配当金の支払い43百万円によるものであります。 
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２ 【仕入及び販売の状況】

(1)　仕入実績

当連結会計年度における仕入実績を品目別に示すと次のとおりであります。

区分 金額(千円) 前年同期比（％）

PC・OA用品 6,657,038 90.7

事務用品 4,949,817 102.6

オフィス生活用品 1,511,212 103.8

その他 2,384,765 212.1

合計 15,502,835 105.1

(注) １　品目別の各区分に含まれる商品群は次のとおりであります。

(1) PC・OA用品

PC用品、OAサプライ、OA用紙、ビジネスマシン、メディア等

(2) 事務用品

ファイル、ノート、紙製品、筆記用具、文具・事務用品、オフィス作業用品等

(3) オフィス生活用品

飲料、食品、飲料雑貨、生活雑貨等

(4) その他

電化消耗品、オフィス機器家電製品、掲示表示用品、ギフト用品、プリントサービス等

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2)　販売実績

　

当連結会計年度における販売実績を品目別に示すと次のとおりであります。

　

区分 金額(千円) 前年同期比（％）

PC・OA用品 7,781,739 90.5

事務用品 6,645,586 98.7

オフィス生活用品 2,070,579 103.5

その他 3,195,739 193.1

フィー収入 1,083,754 160.5

合計 20,777,399 105.7

(注) １　品目別の各区分に含まれる商品群は次のとおりであります。

(1) PC・OA用品

PC用品、OAサプライ、OA用紙、ビジネスマシン、メディア等

(2) 事務用品

ファイル、ノート、紙製品、筆記用具、文具・事務用品、オフィス作業用品等

(3) オフィス生活用品

飲料、食品、飲料雑貨、生活雑貨等

(4) その他

電化消耗品、オフィス機器家電製品、掲示表示用品、ギフト用品、プリントサービス等

(5) フィー収入

システムフィー、請求明細代行発行料、カタログ広告掲載料、ついで便等

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

㈱タイチ　 ― ― 2,629,539 12.7

（注)　前連結会計年度の㈱タイチについては、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しました。
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３ 【対処すべき課題】

当社グループは、当社のＢＰＯシステムの事業基盤を活かし、大手企業、官公庁のＭＲＯ調達業務に対す

るサービス能力、ソリューション能力の向上を図り、ＢＰＯサービス提供のハブカンパニーになることを事

業目標としております。 

このために、これまで、文具・オフィス用品の調達代行と、企業等の購買管理者の支援システムである

「Bizm@nage」や「ついで便」預かりサービス等のサービスの強化に取り組み、設備投資、IT投資を実行す

るとともに、内部統制の効いた業務プロセスを構築し、独創性・柔軟性のある企業活動を展開してまいりま

した。

今後は早期に収益体質を改善し、またこれまでのサービス強化、開発投資等の効果を発揮結実させ、目標

達成に取り組むことが肝要と考えております。そのため全社的に業務のフローを見直し、パフォーマンスの

向上と諸経費の削減に努めます。

営業面では、これまでの「ついで便」預かりサービス等の諸機能を統合して新しくディーラー企業向け

に開発した「ビズネット プラットフォーム レンタルサービス」や、ユーザー企業向けの「ビズネット ソ

リューション マルチハブ システム」等を積極展開し、有力なディーラーとの連携強化と新規の販売チャ

ネルやユーザー企業の開拓に注力いたします。

マーケティング面では環境購買に対応したプライベートブランド商品「ECOBIZ（エコビズ）」を軸に、

お客様企業のニーズに対応したマーケティングを推進いたします。

物流面では、平成19年７月に新設移転した東京センターを中心に、受注、物流配送、在庫管理などの品質向

上に努めるとともに、諸コスト低減や環境に配慮した物流システムの改善を実現いたします。

システム面では、当社がご提供するＢＰＯアプリケーションサービスに関して、内部統制の完成度を高

め、安定稼動と品質向上に留意しつつ、同時に運営に係る諸コストの低減に取り組んでまいります。

当社グループは、一丸となってこうした活動を展開することにより目標達成に邁進いたします。 
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４ 【事業等のリスク】

以下において、当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主

な事項を記載しております。なお、以下の記載は当社グループの事業に関するリスクを完全に網羅するもの

ではありません。

また、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1)　国内の景気動向について

当社グループは国内向けの需要に対応しており国内の景気変動により業績等に影響が生じる可能性が

あります。

(2)　情報システムについて　

当社グループの基盤である情報システムにおいて自然災害等の偶発的な事由によりネットワーク機能

が停止した場合、商品の受注・出荷に大きな影響を及ぼす恐れがあり、機会損失が生じた場合や復旧費用

が発生した場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3)　ビジネスモデルの構築について　

当社の成長性の実現のため新たな事業活動への投資を行い、基幹システムの更新や設備投資を実施し

てまいります。これらの投資費用について充分な効果検証を行ってまいりますが効果が充分でない場合

や遅れた場合に当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(4)　カタログ発刊について

当社は約17,000アイテムの取扱商品をカタログに掲載しております。商品選定、カタログ製作におきま

しては充分な調査と細心の注意を払っておりますが、商品の品質に重大な問題が発生した場合、また、カ

タログ記載について重大な瑕疵が発見された場合、カタログの回収、再作成等のコストが発生し、当社の

業績に影響を及ぼす可能性があります。　

(5)　原材料価格の高騰について

当社グループの取扱商品が原材料価格の高騰等により、仕入原価の上昇や安定的供給が受けられない

という事態が発生した場合、さらに商品の欠品による機会損失が発生した場合、業績に影響を及ぼす可能

性があります。

(6)　ディーラーの役割について

当社グループの営業活動は、ディーラーが大きな役割を担っております。ディーラーに倒産等の事由が

生じた場合、支払い遅延等によって回収リスクが発生する可能性があります。

(7)　サプライヤーとの関係について

当社グループは販売状況に応じてサプライヤーから商品供給を受ける体制を整えておりますが、代替

が困難な商品の供給が止まったときやサプライヤーが供給不能に陥った場合、当社の販売に支障をきた

す可能性があります。 

(8)　事業協力関係にある会社等との関係について

当社グループは、上記のようにディーラー、サプライヤーと事業連携関係にあるほか、ＩＴ及びロジス

ティクス等に係る業務等の一部または全部を外部の協力会社に委託することでビジネスモデルを維持し

ております。また、これまでの事業の拡大または変化の結果、当社にとって取引依存度が高い取引先が複

数存在しております。これらの事業協力関係にある会社及び取引先の経営状況または取引関係の変化等

により事業連携、業務委託あるいは取引関係の維持等ができなくなる場合には、当社の事業運営に影響を

及ぼす可能性があります。
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(9)　情報セキュリティについて

当社グループは情報管理に関する規程を設け、情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）

の国際認証基準であるＩＳＯ27001認証を取得しております。しかし、予期せぬ事態により情報漏洩等の

発生のリスクがあります。この場合、信用低下による売上減少や損害賠償費用が発生する可能性がありま

す。

(10)　コンプライアンスリスクについて

当社グループは各種法令、規制等に違反しないよう、内部統制機能の充実、コンプライアンス体制の強

化を進めております。しかし、業務遂行にあたり不適切な行為、もしくは企業倫理に反する行為等が発生

した場合は対応に要する直接的な費用の負担が発生するだけではなく、信頼を失うことにより業績に影

響を及ぼす可能性があります。

(11)　プラスグループにおけるアスクル株式会社等とのグループ内競合の可能性について

現在、プラス株式会社が親会社であるアスクル株式会社のビジネスモデルは、全国のユーザーに対して

直販システムによる統一的なサービスと価格でオフィス用品等をデリバリーする通販事業モデルであり

ます。

一方、当社のビジネスモデルは企業が経費で購入する非生産、間接材調達の代行業であり、ユーザーの

間接材の購入にかかわる業務プロセスの改善によって購買コストの削減を目指すソリューション事業で

あります。当社はビジネスモデルの進化の方向性として「大手ユーザーとの共同作業」によるソリュー

ションの提供を目指しております。

お客様がどの様なサービスを選択するかはお客様のニーズによりますので、主たる取扱品目が文具・

事務用品・オフィス生活用品であるという点ではプラスグループ各社を含めて、競合が生じる可能性は

否定できませんが、当社における事業活動が阻害される状況にはないと考えております。

尚、当社とアスクルの取引関係は中古設備・物流機器等の賃借取引を平成19年８月に解消しておりま

す。両社において商品の仕入、カタログの作成、物流センターや情報システムなど設備、業務の運営又は委

託、顧客情報の交換、人材交流などは一切行っておりません。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

 当社は、平成19年11月27日に富士ゼロックス株式会社（東京都港区）、及びその子会社である富士ゼ

ロックスインターフィールド株式会社（東京都品川区）との間で、富士ゼロックスインターフィールド株

式会社が行うeサプライ事業（以下「本件事業」という。）について、業務提携契約を締結いたしました。

(1)　業務提携の目的

本件業務提携の目的は、富士ゼロックス株式会社が富士ゼロックスインターフィールド株式会社を通

じて本件事業を展開するに当り、当社が本件事業のノウハウ及び当社のシステムを提供することで、本件

事業の早期立ち上げ及び事業基盤確保を実現するとともに、当社が自己の販売ルートと並行して富士ゼ

ロックスインターフィールド株式会社に当社商品を供給することにより、商品の調達及び物流コストの

競争力を強化することにあります。本件業務提携の実現は、当社事業基盤の多様化にも資するものと考え

ております。

なお、当社は富士ゼロックスインターフィールド株式会社に、５％の出資を行っております。

(2)　業務提携の主な内容

当社は、富士ゼロックスインターフィールド株式会社に対し、本件事業の受注、出荷及び在庫管理のた

めに当社のシステムを提供し、また本件事業で販売する富士ゼロックスブランド商品をお預かりして在

庫管理及び物流オペレーションサービスを提供することとし、本件事業を平成20年１月15日より開始い

たしました。
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なお、富士ゼロックス株式会社の国内販売会社とは、従来より当社の主要ディーラーとして当社商品を

販売していただいておりましたが、本件事業開始により本件事業を通してのお取引となります。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1)　財政状態の分析

①　資産、負債及び純資産の状況

（資産）

当連結会計年度末の総資産は、88億72百万円(前年同期比0.6％増）となりました。

流動資産は、70億21百万円（同7.6％減）、固定資産は、18億51百万円（同51.3%増）となりました。流

動資産の主な減少要因は、設備投資による現金及び預金の減少等によるものであります。　

固定資産の主な増加要因は、物流センター移転等に伴う設備、ＢＰＯシステム強化のための開発、Ｗ

ｅｂカタログ開発及びＷｅｂ安定化対策等のシステム開発等により有形固定資産及び無形固定資産が

５億42百万円増加したものであります。　

（負債）

当連結会計年度末の負債合計は、72億５百万円（前年同期比2.5％増）となりました。流動負債は、60

億24百万円（同7.2％増）となり、その主な増加要因は借入金によるものです。固定負債は、11億81百万

円（同16.3％減）となり、その主な減少要因は、販売店の解約に伴う保証金返却等で受入保証金が２億

21百万円減少したものであります。

（純資産）

純資産は、16億67百万円（前年同期比6.8％減）となり、その主な減少要因は、当期純損失79百万円の

計上に伴う利益剰余金１億24百万円の減少によるものであります。

　

(2)　キャッシュ・フローの分析

「１　業績等の概要、(2)　キャッシュ・フローの状況」を参照願います。

　

(3)　経営成績の分析

当連結会計年度は、ユーザー企業等に対し購買全般にわたるソリューションをより積極的に提供して

いくため、有力なディーラー企業との連携を強め、企業等のオリジナル物品（備品・ノベルティ等）を預

かり当社への注文品と同梱配送する「ついで便」預かりサービス等を推進しつつ、企業等が現在お使い

の物流倉庫に当社システムを連携する「外部倉庫連携」等の新しいサービスを開始いたしました。また、

新規ユーザー企業の獲得、既存ユーザー企業の全社採用化などに引き続き注力いたしました。

また、富士ゼロックスインターフィールド株式会社が行うｅサプライ事業について、平成20年１月15日

よりシステムおよびサービスの提供を開始し、これによる新規登録ユーザー数や取引量は着実に増加傾

向にあります。なおこの事業開始により、従来の売上は一部フィー収入に移行しております。

このような施策により当連結会計年度におきましては、売上高は11億20百万円（前年同期比5.7％増）

増加し207億77百万円となり、また売上総利益は、富士ゼロックスインターフィールド株式会社との業務

提携により売上構造が変化したことを主な要因として、７億53百万円（前年同期比15.3％増）増加し56

億59百万円となりました。一方、今後の業務拡大に供えるための人員確保による人件費や業務量増加に対

応する物流関係経費、東京センター移転に伴う一時費用等、販売費及び一般管理費は前年比12億４百万円
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（前年同期比26.2％増）増加し57億93百万円となりました。

この結果、営業損失は１億33百万円、経常損失は98百万円となりました。特別損失は本社内レイアウト

変更に伴う固定資産除却損、東京センターの移転に係る固定資産除却損及び電話加入権減損損失が主な

ものであります。

以上の結果、当連結会計年度は法人税、住民税及び事業税の計上及び法人税等調整額を加減算し、当期

純損失は79百万円となりました。 
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資の総額は８億98百万円で、主なものはＷｅｂカタログ開発やＢＰＯシ

ステム開発によるソフトウェアの取得４億９百万円、東京センター等の設備３億42百万円およびシステム

安定化対策等の設備・ソフトウェア取得１億45百万円であります。

　

２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1)　提出会社

平成20年５月20日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数
(名)

建物 機械装置
工具器具
及び備品

合計

本社等
(東京都港区他)

事務所設備 45,578 ─ 45,41490,993 116

東京物流センター
(東京都江東区新砂）

物流設備 31,1378,45820,02259,617 17

大阪物流センター
（大阪府摂津市)

物流設備 3,02995,5714,447103,048 1

東京第２センター
(東京都江東区枝川）

物流設備 ─ ─ 4,190 4,190 ─

(注) １　上記の金額は帳簿価額にて記入しております。なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２　上記のほかに本社及び物流センター等にて使用しているソフトウェア937,391千円があります。

３　建物は全て賃借であり、賃料は本社58,639千円、東京物流センター189,246千円、大阪センター146,945

千円であります。

　

上記の他、リース設備及び賃借設備として下記のものがあります。

　

事業所名
(所在地)

主なリース設備及び賃借設備

設備の内容 リース期間
年間リース料及び
賃借料(千円)

リース契約残高
(千円)

本社
(東京都港区)
(注)２

基幹システム設備
一式

５年 99,630 133,915

東京物流センター
(東京都江東区新砂)
(注)２

物流設備及びシス
テム

７年 124,807 637,889

東京物流センター
(東京都江東区新砂)
(注)３

物流倉庫 11年 189,343 2,680,265

大阪物流センター
（大阪府摂津市）
(注)２

マテハンシステム ７年 44,767 155,530

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　所有権移転外ファイナンスリース

３　物流倉庫賃借料

　

　

(2)　国内子会社

　国内子会社については、主要な設備はありません。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1)　重要な設備の新設等

設備の内容
投資予定額（単位：千円） 資金調達

方法

着手及び完成予定
年月

完成後の

増加能力総額 既支払額 着手 完成

大阪物流センターのマテハ

ン増強

300,000 129,420
自己資金及
び借入金

平成19年
10月

平成20年
10月

（注）６

（注）４

新基幹システム企画開発及

びシステム再編成

1,000,000 ─ 同上
平成20年
５月

平成22年
12月

 
（注）６

（注）５

合　　　　　計 1,300,000129,420

（注）１　設備投資の一部についてリース会社とのリース契約をする予定であります。

 ２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 ３　上記重要な設備の新設備に関する事業所並びに所在地は本社（東京都港区）、東京物流センター（東京

 都江東区）及び大阪物流センター（大阪府摂津市）にまたがる設備であります。

 ４　平成19年12月に月完成予定でありましたが、当連結会計年度中に計画の見直しを行った結果、完成予定

 年月を平成20年10月に変更しております。

 ５　新基幹システム企画開発及びシステム再編成につきましては、慎重に機能の見直しを行ったこと等によ

 り完成予定年月を延期することといたしました。　

 ６　完成後の増加能力についての記載は困難なため、省略しております。

　

　

(2)　重要な設備の除却等

 　該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1)　【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 78,000,000

計 78,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在発行数(株)
（平成20年５月20日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月８日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 22,278,000 22,278,000
ジャスダック証券

取引所
(注)

計 22,278,000 22,278,000 ― ―

(注)　株主としての権利内容に何ら限定のない標準となる株式

　

(2)　【新株予約権等の状況】

株主総会の特別決議日（平成15年8月6日）

事業年度末現在
(平成20年５月20日)

提出日の前月末現在
(平成20年７月31日)

新株予約権の数（個） 3,630 (注）１,６ 3,630　(注)１,６

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 363,000 (注)２,６363,000 (注)２,６

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株あたり50 (注)３ 同左 (注)３

新株予約権の行使期間

平成17年8月7日から平成25年
8月6日までとする。
ただし、当社の株式に係る株
券（以下「当社株券」とい
う）が店頭登録有価証券とし
て日本証券業協会に登録（以
下「店頭登録」という）され
た後、又は当社株券が日本国
内の証券取引所に上場（以下
「上場」という）された後６
か月間を経過する日までは本
新株予約権は行使できないも
のとする。

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　50
資本組入額　25 (注)４

同左(注)４
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株主総会の特別決議日（平成15年8月6日）

事業年度末現在
(平成20年５月20日)

提出日の前月末現在
(平成20年７月31日)

新株予約権の行使の条件 (注)５ (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その
他の処分は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

　
(注)１ 新株予約権１個あたりの目的となる株式数は100株であり、新株予約権の数は平成15年12月9日の取

締役会決議に基づく付与数であります。
２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株式の数を調整す
るものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約
権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り
捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率
　

また、新株予約権発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、上記株式数の調整
を必要とする事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な
範囲で上記株式数を調整するものとする。

　
３ 新株予約権発行日以降、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により新株予約権の行使
により発行又は移転する株式１株あたりの払込金額（以下「行使価額」という）を調整し、調整に
より生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×（１／分割又は併合の比率）
　

また、新株予約権発行日以降、当社が行使価額を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使によ
り新株式を発行する場合を除く）を行う場合、または自己株式を処分する場合は、次の算式により行
使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株あたり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

　
なお、上記の算式において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式
の数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式
数」、「１株あたり払込金額」を「１株あたり処分金額」に読み替えるものとする。
また、新株予約権発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、行使価額の調整を
必要とする事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲
で行使価額を調整するものとする。

４ 新株予約権の行使により発行すべき株式の発行価額は(注)３に定める各新株予約権の行使に際して
払込をすべき金額の１株あたりの額とし、新株の発行価額中資本に組入れない額は、当該発行価額の
２分の１の額とする。ただし計算の結果１円未満の端数を生じる場合はこれを切り捨てる。

５ ①新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、監査役又
は従業員の地位にあることを要する。
ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合にはこの限りではない。
②新株予約権行使日の前日の店頭登録市場又は証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値
又は日本証券業協会が公表する当社普通株式の午後３時現在における直近の売買価格が、１株あた
りの払込価額の１．５倍以上であることを要する。
③その他の条件は、本総会決議および平成15年12月9日の新株予約権発行の取締役会決議に基づき、
当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

６ 平成15年8月6日に決議されたストックオプションについて、平成20年７月31日までに４名（9,000
株）は当社を退職しており、権利が消失しております。

　

(3)　【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成17年８月16日
(注)１

2,000,00021,890,000192,0001,186,500273,000273,000

平成18年２月17日～
平成18年５月20日
(注)２

328,00022,218,0008,2001,194,7008,200 281,200

平成18年５月21日～
平成19年５月20日
(注)２

13,00022,231,000 325 1,195,025 325 281,525

平成19年５月21日～
平成20年５月20日
(注)２

47,00022,278,0001,1751,196,2001,175 282,700

(注) １　有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　250円

引受価額　　232円50銭

発行価額　　192円

資本組入額　 96円

２　新株予約権の行使による増加であります。
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(5)　【所有者別状況】

平成20年５月20日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数　1,000株）

単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

─ 5 14 95 1 3 1,762 1,880 ─

所有株式数
(単元)

─ 91 333 11,939 89 5 9,633 22,090188,000

所有株式数
の割合(％)

─ 0.41 1.51 54.050.41 0.02 43.60 100.00 ─

（注）自己株式40,003株は、「個人その他」に40単元及び「単元未満株式の状況」に 3 株を含めて記載しております。

      

(6)　【大株主の状況】

平成20年５月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

プラス株式会社 東京都港区虎ノ門4-1-28 9,800 43.99

今泉　嘉久 東京都文京区 1,275 5.72

プラスロジスティクス株式会社 東京都豊島区駒込3-3-20　 1,000 4.49

今泉　壮平 東京都渋谷区 600 2.69

有限会社ソマック 東京都港区虎ノ門4－1－28　 430 1.93

ビズネット従業員持株会 東京都港区麻布台1－11－9 331 1.49

今泉　公二 東京都渋谷区 322 1.45

プラス技研株式会社 東京都港区虎ノ門4-1-28 300 1.35

中嶋　光正 東京都世田谷区 210 0.94

今泉　英久 東京都文京区 200 0.90

計 ― 14,469 64.95
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(7)　【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年５月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式　　40,000
―

株主としての権利内容に何ら限
定のない標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式
　　　　22,050,000

　　　　　22,050 同上

単元未満株式
普通株式
　　　　　 188,000

― 同上

発行済株式総数 　　　　22,278,000 ― ―

総株主の議決権 ―           22,050 ―

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式３株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年５月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）

ビズネット株式会社
東京都港区麻布台1-11-9 40,000 ― 40,000 0.18

計 ― 40,000 ― 40,000 0.18
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(8)　【ストックオプション制度の内容】

当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。

当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法、会社法第

236条、第238条及び第240条の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。

　

①　平成15年８月６日の定時株主総会特別決議に基づく新株予約権の発行

当社に対する経営参画意識を高め、企業価値向上に対する意欲や士気を一層喚起することを目的と

して、当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を

発行することを平成15年８月６日の定時株主総会において特別決議されたものであります。

当該制度の内容は次のとおりであります。

　

決議年月日 平成15年８月６日

付与対象者の区分及び人数(名) 取締役２名、監査役１名及び従業員74名（注）３

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 760,000（注）１，３

新株予約権の行使時の払込金額(円) 50（注）１

新株予約権の行使期間

平成17年８月７日から平成25年８月６日まで
ただし、当社の株式に係る株券(以下「当社株券」という)が店頭登録有
価証券として日本証券業協会に登録(以下「店頭登録」という)された
後、又は当社株券が日本国内の証券取引所に上場(以下「上場」という)
された後６ヶ月間を経過する日までは、本新株予約権は行使できないも
のとする。

新株予約権の行使の条件 (注)２

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―

(注) １　新株予約権発行日以降、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×(１／分割又は併合の比率)

また、新株予約権発行日以降、当社が払込金額を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使により新株式

を発行する場合を除く)を行う場合、または自己株式を処分する場合は、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株あたり払込金額

調整後払込金額＝調整前行使価格×
調整前行使価格

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記の算式において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の数を

控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株あ

たり払込金額」を「１株あたり処分金額」に読み替えるものとする。

また、新株予約権発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、払込金額の調整を必要と

する事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲で払込金額を

調整するものとする。
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２　（１）　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従

業員の地位にあることを要する。

ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合にはこの限りではない。

　

（２）　新株予約権行使日の前日の店頭登録市場又は証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値又

は日本証券業協会が公表する当社普通株式の午後３時現在における直近の売買価格が、１株あたり

の払込価額の1.5倍以上であることを要する。

　
（３）　その他の条件は、本総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との

間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

平成15年８月６日に決議されたストックオプションについて平成20年７月31日までに４名（9,000

株）は当社を退職しており、権利が消滅しております。

　

②　平成19年８月９日の定時株主総会決議に基づく新株予約権の発行

当社の取締役報酬額は、平成13年７月11日開催の第29期定時株主総会において年額２億円以内（た

だし、使用人兼取締役の使用人分の給与は含まない）とする旨ご承認いただき今日に至っております

が、当社の取締役に業績向上や企業価値の増大、株主重視の経営意識を高めるためのインセンティブを

与えることを目的とし、当該取締役報酬額とは別枠で、当社取締役に対するストックオプションのため

の報酬等として、以下の内容の新株予約権を年額６百万円（うち社外取締役分年額120万円）の範囲で

付与することを、平成19年８月９日の定時株主総会で決議されたものであります。

当該制度の内容は次のとおりであります。

　

決議年月日 平成19年８月９日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役６名

（うち社外取締役２名）

新株予約権の数 50個を上限とする（注）２

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 50,000株を上限とする

（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 （注）３

新株予約権の行使期間 （注）４

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、その他株式数の変更をすることが適切な場合は、当社が必要

と認める処理を行うものとする。

２　新株予約権１個当たりの目的となる株式の数（以下「付与株式数」という。）は当社普通株式1,000株とする。

なお、当社が上記１に定める「当社が必要と認める処理」を行う場合は、同様の処理に基づき付与株式数を変

更する。また、当事業年度において割当てる新株予約権の個数が、上限である50個に達しない場合であっても、

当事業年度における報酬額の上限（年額６百万円）に達した場合は、当事業年度における以降の割当ては行

わない。
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３　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される１株当たりの価額（以下「行使価

額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、新株予約権の割当日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）におけるジャス

ダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値平均値に1.20を乗じた金額とし、１円未満の端数

は切り上げる。ただし、その金額が割当日の終値（当日に売買が無い場合はそれに先立つ直近日の終値）を下

回る場合は、割当日の終値とする。

なお、新株予約権割当日後に、当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、その他行使価額の変更をする

ことが適切な場合は、当社が必要と認める処理を行うものとする。

４　新株予約権の募集事項を決議する取締役会決議の日の翌日から当該決議の日後10年間を経過する日までの範

囲で、当該取締役会決議において定めるところによる。

５　新株予約権の権利行使の条件

(1)　新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時にも当社または当社子会社の取締役の地位にあることを

要する。ただし、任期満了により退任した場合、または取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの

限りではない。

(2)　割当日以降、権利行使前に相続が発生した場合には、相続人に権利行使を認める。

(3)　その他の権利行使の条件については、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する新株予約

権割当契約において定める。

６　新株予約権の譲渡制限

　新株予約権を譲渡により取得するには、当社取締役会の承認を要する。

７　新株予約権のその他の内容

  新株予約権に関するその他の内容については、今後開催される新株予約権の募集事項を

  決定する取締役会で、その他募集事項とあわせて定めるものとする。

　

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】会社法第155条第７号による普通株式の取得

　　(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。

　

　　(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。

　

　　(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 4,203 448

当期間における取得自己株式 800 73

　(注) 当期間における取得自己株式数には、平成20年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元

未満株式の買取りによる株式数は含めておりません。

　

EDINET提出書類

ビズネット株式会社(E03396)

有価証券報告書

27/91



　　(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ─ ─

その他( ─ ) ― ― ― ―

保有自己株式数 40,003 ― 40,803 ─

　(注) 当期間における保有自己株式数には、平成20年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元

未満株式の買取りによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、企業価値の持続的向上を図るとともに、株主の皆様に対し積極的に利益を還元していくことを経

営上の重要課題の一つと認識しております。このような観点に立って、今後の配当等につきましては、安定

性・継続性に配慮しつつ、業績や配当性向等を総合的に判断のうえ実施していくことを基本方針としてお

ります。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は

中間配当、期末配当ともに取締役会であります。

なお、当期につきましては、当社定款第48条の定めにより、平成20年6月11日開催の当社取締役会におきま

して、期末配当を行わないことを決議いたしました。

当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことが

できる」旨、定款に定めております。
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４ 【株価の推移】

(1)　【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期

決算年月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月

最高(円) ― ― 490 245 198

最低(円) ― ― 211 122 77

(注) １　最高・最低株価はジャスダック証券取引所によるものであります。

なお、平成17年８月17日をもって同証券取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価について　該

当事項はありません。

２　事業年度別最高・最低株価は、前年５月21日から当年５月20日までのものであります。　

　

(2)　【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年12月 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

最高(円) 110 99 90 93 111 95

最低(円) 92 77 81 77 78 84

(注)　１　最高・最低株価はジャスダック証券取引所によるものであります。

 ２　月別最高・最低株価は、当月１日から当月末日までのものであります。
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日
 
略歴
 

任期
所有株式数
(株)

代表取締役
社長

─ 小　川　修　二 昭和19年２月17日生

昭和42年４月 株式会社日立製作所入社

 
(注)３ ―

平成元年２月 同社公共第二システム部長
平成10年８月 同社システム技術統括本部本部長統括部

長
平成11年６月 プラス情報システム株式会社（現株式会

社ピスク）常務取締役
平成12年６月 同社代表取締役社長
平成18年４月 プラス株式会社常勤監査役
平成20年６月 当社顧問

平成20年８月 当社代表取締役社長（現任）

代表取締役
副社長

─ 高　柳　通　明 昭和19年10月２日生

昭和45年３月 プラス株式会社入社

 
(注)３ 180,000

平成６年８月 同社取締役
平成９年８月 同社常務取締役
平成13年４月 プラスプロパティ株式会社常務取締役
平成13年４月 当社代表取締役副社長(現任)

取締役
執行役員
業務本部長

長谷川　　孝良 昭和25年３月８日生

昭和51年12月 プラス株式会社入社

 
(注)３

 
24,000

平成４年８月 同社東京業務部統括部長
平成７年５月 同社東京南支店支店長
平成10年10月 同社営業本部ＱＤＳ事業部マ-ケティング

部部長
平成13年５月 当社入社

平成18年８月 当社業務本部長
平成19年８月 当社取締役執行役員業務本部長（現任）

取締役

執行役員
ソ リ ュ ー
ション本部
長

松　山　眞　治 昭和20年９月６日生

昭和43年３月 プラス株式会社入社

 
(注)３

 
38,270

昭和58年６月 同社札幌支店支店長
平成元年１月 同社営業開発本部部長
平成４年８月 同社東京第一支店オフィスシステム営業

三部部長
平成13年５月 当社入社

平成17年９月 当社ソリュ-ション本部第２営業部担当部
長

平成19年８月 当社取締役執行役員ソリューション本部
長（現任）

取締役
─

大　岡　　　哲 昭和26年４月24日生

昭和50年４月 日本開発銀行（現日本政策投資銀行）入
行

 
(注)３

 
―

平成11年６月 同行設備投資研究所副所長
平成14年５月 日本政策投資銀行審議役
平成15年４月 日本大学教授(現任)
平成16年８月 当社社外取締役(現任)
平成18年６月 リョービ株式会社社外取締役（現任）
平成18年６月 野原産業株式会社社外監査役
平成20年６月 野原産業株式会社社外取締役（現任）

取締役 ─ 大慈彌　　省三 昭和10年３月25日生

昭和32年４月 石川島重工業株式会社（現株式会社ＩＨ
Ｉ）入社

 
(注)３ 3,000

平成元年６月 同社取締役航空宇宙事業本部長
平成４年６月 同社常務取締役航空宇宙事業本部長
平成６年６月 同社専務取締役
平成７年６月 同社代表取締役副社長
平成13年６月 同社常任顧問
平成18年４月 財団法人産業研究所理事
平成19年８月 当社社外取締役（現任）

常勤監査役 ─ 杉　目　哲四郎 昭和25年６月22日生

昭和49年４月 プラス株式会社入社

 
(注)４

 
1,620

平成４年11月 同社情報機器事業本部副部長
平成５年５月 同社財務本部副部長
平成10年５月 同社企画本部監査室室長
平成13年10月 同社監査役室室長
平成18年９月 同社監査室室長

平成20年８月 当社監査役(現任)

監査役 ─ 中　内　重　郎 昭和22年10月３日生

昭和45年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社入社

 
(注)４

 
4,000

平成12年４月 同社常務取締役
平成14年４月 同社専務取締役
平成17年８月 当社社外監査役（現任）
平成17年９月 学校法人神奈川大学評議委員（現任）

平成18年２月 有限会社ジェイ・アンド・エヌ　コンサル
ティング代表取締役（現任）

平成18年２月 シルバー・レーク・パートナーズスペ
シャルアドバイザー（現任）

平成18年４月 株式会社コシキ・バリュー・ハブ監査役
（現任）

平成19年10月 株式会社ラック社外取締役（現任）

監査役 ─ 若　尾　公　人 昭和11年８月28日生

昭和35年４月 株式会社第一銀行（現株式会社みずほ銀
行）入社

(注)４
 

─
 

平成３年６月 株式会社第一勧業銀行（現株式会社みず
ほ銀行）取締役営業第一部長

平成４年６月 黒田精工株式会社専務取締役
平成14年６月 同社代表取締役社長
平成17年６月 同社相談役

平成20年８月 当社社外監査役（現任）

計 250,890

(注) １　取締役大岡 哲並びに大慈彌 省三は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
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２　監査役中内 重郎並びに若尾 公人は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　取締役の任期は平成20年５月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年５月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４　監査役の任期は平成20年５月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年５月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

５　当社では、コーポレートガバナンスの向上、業務遂行機能の強化、社員のキャリア目標の明確化を目標として執

行役員制度を導入しております。

　　　執行役員は、６名で、業務本部長長谷川孝良、ソリューション本部長松山眞治、ＩＴ部長山本英二、営業企画部長

米山典男、営業部長阿部道之進、財務経理部シニアマネージャー本間正利で構成されております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1)　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、経営環境の変化に迅速に対応出来る組

織体制及び株主から委託された資本と権限を有効かつ適切に適用し、透明性の高い健全経営にあたって

おります。また、経営の透明性確保の見地から情報開示への積極的な取組みを重視し、迅速かつ正確な

ディスクロージャーに努めております。

(2)　コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①　取締役会

当社の取締役会は、迅速な経営判断が行えるよう、取締役の員数を少数に抑え、現在６名（うち２名

は社外取締役）で構成し、定例取締役会を毎月１回開催しております。

②　監査役制度

当社は監査役制度を採用しております。監査役は常勤監査役１名、非常勤監査役２名（いずれも社外

監査役）の３名で構成されており、取締役の職務執行を監督しております。また、毎月１回開催してお

ります定例取締役会や臨時取締役会に出席し、適切な経営判断がなされているかどうかについて牽制

がなされております。

③　弁護士・監査法人等

当社は、企業経営及び日常業務に関して法律事務所に助言と指導を適宜受けられる体制を設け、法務

リスク管理体制の強化に努めております。

また、あずさ監査法人と監査契約を結んでおります。

④　コンプライアンス体制

当社は、経営の透明性・公平性を高めていく観点から、内部監査室の機能を増強し３名体制としてお

ります。内部監査を適宜実施していくことで業務執行の妥当性、効率性を幅広く検証し、経営に関する

助言・提言を行う体制となっております。

⑤　会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概要

社外取締役及び社外監査役と当社とは一切の人的関係、資本関係または取引関係はありません。

⑥　株主総会決議事項と取締役会で決議することができる事項

当社は利益状況をみながら適時・迅速に配当を実施することが最適と考え、取締役会決議により中

間配当及び期末配当ができる旨定款に定めております。

 

また、当社は、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の

株式を取得することができる旨を定款に定めております。

これは、機動的な資本政策の遂行を目的とするものであります。
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(3)　役員報酬及び監査報酬

当社の取締役、監査役に対する役員報酬及び当社があずさ監査法人と締結した監査契約に基づく監査

証明に係る報酬の内容は以下のとおりであります。

役員報酬： 取締役に支払った報酬 73,221千円（うち社外取締役11,200千円）

監査役に支払った報酬 22,212千円（うち社外監査役 9,957千円）

計 95,433千円

　

監査報酬： 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 17,000千円

上記以外：財務報告に係る内部統制に関する助言業務に基づく報酬 　2,700千円

合計 19,700千円

(4)　内部監査及び監査役監査の状況

当社の内部監査は、各部署から独立した内部監査室（人員３名）を設置し、代表取締役社長が任命した

内部監査室長に加え、非監査部署の者を監査業務に任命することができる体制としております。業務の活

動と制度を公正に評価・指摘・指導する内部管理を実施しており、監査結果を社長及び監査役に報告し

たうえで、被監査部門への監査結果通知並びに改善指示を行います。その後の改善状況について調査・確

認することにより、内部監査の実効性を確保しております。

監査役監査は、常勤監査役１名と非常勤監査役２名で実施しており、取締役会等に常時出席し、取締役

の職務執行を不足なく監視できる体制であります。

会計監査人である、あずさ監査法人からは、期末、期中監査において、監査手法の相談、「コーポレート

・ガバナンス」「コンプライアンス」の意識向上に向けたアドバイス等を受けており、監査役、内部監査

人と連携してそれぞれの監査の実効性を高めるよう努めております。

　

(5)　会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人

指定社員

業務執行社員

豊島　忠夫
あずさ監査法人

栗原　幸夫

(注）継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載をしておりません。

　

監査業務に係る補助者は、あずさ監査法人に所属する公認会計士２名、その他11名であります。

　

(6)　責任免除および責任限定契約の内容の概要

①　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって、取締役（取締役であった者

を含む。）の同法第423条第１項に規定する損害賠償責任を、法令の限度において、免除することができる

旨を定款に定めております。

これは取締役が期待される役割を十分に発揮できるようにするためのものであります。

　

②　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって、監査役（監査役であった者

を含む。）の同法第423条第１項に規定する損害賠償責任について法令に定める要件に該当する場合には

賠償責任額から法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限度として免除することができる旨を

定款に定めております。

これは監査役が期待される役割を十分に発揮できるようにするためのものであります。 
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③　当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役および社外監査役との間に、同法第423条第

１項に規定する損害賠償責任について、賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定

めております。締結した責任限定契約の概要は次のとおりです。

　

社外取締役および社外監査役の責任限定契約 

　

社外取締役および社外監査役は、その職務を行うにつき、善意かつ重過失なく会社法第423条第1項に違

反し、当社に対して損害を与えたときは、定款で定めた額の範囲内であらかじめ当社が定めた額と次の各

号の金額の合計額のいずれか高い額をもって、当社に対する損害賠償責任の限度とする。 

　

(a) 社外取締役および社外監査役が、その在職中に当社から職務執行の対価として受け、又は受ける

べき財産上の利益の１年間当たりの額として法務省令（会社法施行規則第113条）で定める方法によ

り算定される額に2を乗じて得た額

　

(b) 社外取締役および社外監査役が、当社の新株予約権（会社法第238条第3項各号に掲げる場合に

限る）を引き受けた場合における当該新株予約権に関する財産上の利益に相当する額として法務省令

（会社法施行規則第114条）で定める方法により算定される額

　

(7)　取締役の定数

当社の取締役は９名以内とする旨定款に定めております。

　

(8)　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。ま

た、取締役の選任決議は累積投票によらない旨も定款に定めております。 

　

(9)　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することがで

きる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定

款に定めております。

　

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものであります。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度（平成18年５月21日から平成19年５月20日まで）は、改正前の連結財務諸表

規則に基づき、当連結会計年度（平成19年５月21日から平成20年５月20日まで）は、改正後の連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成18年５月21日から平成19年５月20日まで）は、改正前の財務諸表等規則に

基づき、当事業年度（平成19年５月21日から平成20年５月20日まで）は、改正後の財務諸表等規則に

基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年５月21日から平成19年５月20日まで)及び前事業年度(平成18年５月21

日から平成19年５月20日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19年５

月21日から平成20年５月20日まで)及び当事業年度(平成19年５月21日から平成20年５月20日まで)は金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、あずさ監

査法人の監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1)　【連結財務諸表】

①　【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年５月20日)

当連結会計年度
(平成20年５月20日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 1,714,774 1,034,407

　２　受取手形及び売掛金 ※３ 4,614,950 4,135,884

　３　有価証券 19,944 ―

　４　たな卸資産 1,038,389 1,385,559

　５　繰延税金資産 49,026 84,158

　６　その他 221,999 440,604

　　　貸倒引当金 △59,766 △58,890

　　　流動資産合計 7,599,31886.1 7,021,72479.1

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１ 88,6751.0 275,5163.1

　２　無形固定資産

　 (1)　ソフトウエア 516,846 937,391

　 (2)　その他 214,366 149,046

　　　無形固定資産合計 731,2138.3 1,086,43812.3

　３　投資その他の資産

　 (1)　投資有価証券 3,166 4,229

　 (2)　敷金・保証金 367,607 451,672

　 (3)　繰延税金資産 26,712 29,584

　 (4)　その他 6,303 3,803

　　　投資その他の資産合計 403,7894.6 489,2895.5

　　　固定資産合計 1,223,67813.9 1,851,24420.9

　　　資産合計 8,822,996100.0 8,872,969100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年５月20日)

当連結会計年度
(平成20年５月20日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　 支払手形及び買掛金 4,842,791 4,353,630

　２　 短期借入金 ― 1,000,000

　３　 未払金 612,897 571,955

　４　 未払法人税等 83,085 9,141

　５　 返品調整引当金 1,675 2,149

　６　 その他 81,066 87,726

　　　流動負債合計 5,621,51663.7 6,024,60367.9

Ⅱ　固定負債

　１　退職給付引当金 63,427 68,163

　２　受入保証金 1,319,500 1,098,000

　３　その他 28,888 14,920

　　　固定負債合計 1,411,81516.0 1,181,08313.3

　　　負債合計 7,033,33179.7 7,205,68781.2

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 1,195,02513.5 1,196,20013.5

　２　資本剰余金 281,5253.2 282,7003.2

　３　利益剰余金 323,5653.7 199,3272.2

　４　自己株式 △10,393△0.1 △10,841△0.1

　　　株主資本合計 1,789,72220.3 1,667,38618.8

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

△57 △0.0 △103△0.0

　　　評価・換算差額等合計 △57 △0.0 △103△0.0

　　　純資産合計 1,789,66520.3 1,667,28218.8

　　　負債純資産合計 8,822,996100.0 8,872,969100.0

　

EDINET提出書類

ビズネット株式会社(E03396)

有価証券報告書

38/91



②　【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年５月21日
至　平成19年５月20日)

当連結会計年度
(自　平成19年５月21日
至　平成20年５月20日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 19,657,082100.0 20,777,399100.0

Ⅱ　売上原価 14,751,27375.0 15,117,12372.8

　　　売上総利益 4,905,80925.0 5,660,27627.2

　　　返品調整引当金戻入額 2,5270.0 1,6750.0

　　　返品調整引当金繰入額 1,6750.0 2,1490.0

　　　　差引売上総利益 4,906,66125.0 5,659,80227.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 4,589,00923.4 5,793,17727.8

　　　　営業利益又は
　　　　営業損失（△）

317,6511.6 △133,375△0.6

Ⅳ　営業外収益

　　１　受取利息 5,822 7,558

　　２　消耗品売却収入 19,338 20,392

　　３　破損商品等賠償金 9,148 7,346

　　４　その他 5,468 39,7780.2 8,118 43,4170.2

Ⅴ　営業外費用

　　１　支払利息 ― 6,775

　　２　手形売却損 ― 681

　　３　支払手数料 ― ― ― 1,371 8,8280.1

　　　　経常利益又は
　　　　経常損失（△）

357,4291.8 △98,786△0.5

Ⅵ　特別損失

　　１　固定資産除却損 ※２ 4,194 11,717

　　２　減損損失 ※３ ― 4,1940.0 3,376 15,0930.1

　　　税金等調整前当期純利益
　　　又は税金等調整前当期純
　　　損失（△）

353,2341.8 △113,880△0.6

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

166,327 7,460

　　　過年度法人税等戻入額 ― △3,520

　　　法人税等調整額 5,861 172,1890.9 △37,972△34,032△0.2

　　　当期純利益又は
　　　当期純損失（△）

181,0450.9 △79,847△0.4
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③　【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年５月21日　至　平成19年５月20日)

　　　　　　（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年５月20日残高 1,194,700281,200 142,519 △8,956 1,609,462

連結会計年度中の変動額

新株の発行 325 325 ― ― 650

当期純利益 ― ― 181,045 ― 181,045

自己株式の取得 ― ― ― △1,436 △1,436

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 325 325 181,045 △1,436 180,259

平成19年５月20日残高 1,195,025281,525 323,565△10,3931,789,722

　

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

平成18年５月20日残高 △106 △106 1,609,356

連結会計年度中の変動額

新株の発行 ― ― 650

当期純利益 ― ― 181,045

自己株式の取得 ― ― △1,436

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

48 48 48

連結会計年度中の変動額合計 48 48 180,308

平成19年５月20日残高 △57 △57 1,789,665
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当連結会計年度(自　平成19年５月21日　至　平成20年５月20日)

　　　　　　（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年５月20日残高 1,195,025281,525 323,565△10,3931,789,722

連結会計年度中の変動額

新株の発行 1,175 1,175 ― ― 2,350

剰余金の配当 ― ― △44,390 ― △44,390

当期純損失 ― ― △79,847 ― △79,847

自己株式の取得 ― ― ― △448 △448

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 1,175 1,175 △124,238 △448 △122,336

平成20年５月20日残高 1,196,200282,700 199,327△10,8411,667,386

　

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

平成19年５月20日残高 △57 △57 1,789,665

連結会計年度中の変動額

新株の発行 ― ― 2,350

剰余金の配当 ― ― △44,390

当期純損失 ― ― △79,847

自己株式の取得 ― ― △448

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

△46 △46 △46

連結会計年度中の変動額合計 △46 △46 △122,382

平成20年５月20日残高 △103 △103 1,667,282
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④　【連結キャッシュ・フロー計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年５月21日
至　平成19年５月20日)

当連結会計年度
(自　平成19年５月21日
至　平成20年５月20日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　1.税金等調整前当期純利益又は
　　　　税金等調整前当期純損失（△）

353,234 △113,880

　　　2.減価償却費 177,460 293,596

　　　3.貸倒引当金の増加又は減少額（△） 833 △876

　　　4.退職給付引当金の増加額 5,586 4,736

　　　5.返品調整引当金の増加又は減少額(△) △852 474

　　　6.受取利息 △5,822 △7,558

　　　7.支払利息 ― 6,775

　　　8.固定資産除却損 4,194 11,717

　　  9.減損損失 ― 3,376

　　 10.売上債権の増加（△）又は減少額 △72,812 479,065

　　 11.たな卸資産の増加（△）又は減少額 43,710 △347,170

　　 12.立替金の増加額（△）又は減少額 ― △178,570

　　 13.仕入債務の減少額（△） △18,303 △489,160

　　 14.未払金の増加額 82,856 35,354

　　 15.受入保証金の減少額（△） △73,500 △221,500

　　 16.その他 △7,227 △51,604

　　　　小計 489,359 △575,224

　　 17.利息の受取額 5,838 7,577

　　 18.利息の支払額 ― △7,289

　　 19.法人税等の支払額 △265,630 △77,648

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 229,567 △652,584

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　1.有形固定資産の取得による支出 △75,630 △248,767

　　　2.無形固定資産の取得による支出 △1,254 ―

　　　3.ソフトウエアの取得による支出 △394,733 △725,586

　　　4.投資有価証券の取得による支出 △3,197 △1,206

      5.投資有価証券の償還による収入 ― 20,000

　　　6.保証金差入による支出 △82,970 △171,136

　　　7.差入保証金の回収による収入 14,386 90,666

      8.ソフトウエア開発契約変更に伴う手付
　　　　金返金収入

― 47,300

　　　9.その他 △3,315 2,500

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △546,715 △986,230

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

      1.短期借入れによる収入 ― 3,600,000

      2.短期借入金の返済による支出 ― △2,600,000

　　　3.株式の発行による収入 650 2,350

　　　4.自己株式の取得による支出 △1,436 △448

      5.配当金の支払額 ― △43,453

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △786 958,448

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加又は減少額(△) △317,934 △680,367

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 2,032,709 1,714,774

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 1,714,774 1,034,407
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年５月21日
至　平成19年５月20日)

当連結会計年度
(自　平成19年５月21日
至　平成20年５月20日)

１　連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数　　　１社

連結子会社の名称　　(株) Ｂ to Ｂ

同左

２　持分法の適用に関する事

項

持分法を適用しない関連会社の名称

 

持分法を適用しない関連会社の名称

 

(株)ジービット

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重要性

がないため持分法の適用から除外して

おります。

　前連結会計年度末まで関連会社であ

りました㈱ジービットは、当社が平成

19年10月31日に保有株式の全部を売却

したことにより当連結会計年度より関

連会社に該当しなくなりました。

 

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。

同左

４　重要な会計処理基準に関

する事項

(１)　重要な資産の評価基準

及び評価方法

 

　　①　有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は、

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法に

より算定）なお、時価のある

その他有価証券のうち、「取

得原価」と「債券金額」の差

額の性格が金利の調整と認め

られるものについては、移動

平均法による償却原価法によ

り原価を算定しております。

　　①　有価証券

　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　同左

 

 

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

②　たな卸資産

(ⅰ)商品

移動平均法による原価法

②　たな卸資産

(ⅰ)商品

同左

(ⅱ)貯蔵品

最終仕入原価法による原

価法

(ⅱ)貯蔵品

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年５月21日
至　平成19年５月20日)

当連結会計年度
(自　平成19年５月21日
至　平成20年５月20日)

(２)　重要な減価償却資産の

減価償却の方法

　　①　有形固定資産

定率法

耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する

方法と同一の基準によってお

ります。

　　①　有形固定資産

定率法

　耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する

方法と同一の基準によってお

ります。

（会計方針の変更）

　法人税法の改正（（所得税法等の一

部を改正する法律　平成19年３月30日

法律第６号）及び（法人税法施行令の

一部を改正する政令　平成19年３月30

日政令第83号））に伴い、当連結会計

年度から平成19年５月21日以降に取得

したものについては、改正後の法人税

法に基づく方法に変更しております。 

　なお、改正法人税法では、平成19年４

月１日以降に取得した減価償却資産に

適用されますが、減価償却システムの

改訂の都合により、当連結会計年度開

始以降に取得した有形固定資産から変

更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に

比べて、営業損失が8,699千円、経常損

失が8,699千円、税金等調整前当期純損

失が8,699千円、当期純損失が8,699千

円それぞれ増加しております。

 

（追加情報） 

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、

改正前の法人税に基づく減価償却の方

法の適用により、取得価額の５％に到

達した連結会計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しており

ます。

　当該変更に伴う損益に与える影響は、

軽微であります。 

②　無形固定資産

定額法

自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定

額法

②　無形固定資産

同左

EDINET提出書類

ビズネット株式会社(E03396)

有価証券報告書

44/91



項目
前連結会計年度

(自　平成18年５月21日
　至　平成19年５月20日)

当連結会計年度
(自　平成19年５月21日
　至　平成20年５月20日)

(３)　重要な引当金の計上基

準

　　①　貸倒引当金

売上債権等の貸倒れに備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上してお

ります。

　　①　貸倒引当金

同左

②　返品調整引当金

エンドユーザーからの連結

会計年度末日後の返品損失に

備えるため、過去の返品率等

を勘案し、将来の返品に伴う

損失予想額を計上しておりま

す。

②　返品調整引当金

同左

③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務の見込額に

基づき、計上しております。

（追加情報）

　当社は、平成18年５月に退職一時金

制度の一部について確定拠出年金制

度へ移行しております。

これによる当連結会計年度の損益

与える影響額は、軽微であります。

③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務の見込額に

基づき、計上しております。

(４)　重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナインス・リース取引

については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

同左

(５)　その他連結財務諸表作

成のための基本となる重

要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

 

消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価に

つきましては、全面時価評価法によっ

ております。

同左

６　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金等価物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。

同左
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表示方法の変更

前連結会計年度
(自　平成18年５月21日
至　平成19年５月20日)

当連結会計年度
(自　平成19年５月21日
至　平成20年５月20日)

 
（連結キャッシュ・フロー計算書）

──────────

 

 

 

 

 

　前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めておりました「立替金の増加

額（△）又は減少額」は、重要性が増したため、当連結会

計年度より区分掲記しております。 

　なお、前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含まれている「立替金の増加額

（△）又は減少額」は、14,087千円であります。 
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年５月20日)

当連結会計年度
(平成20年５月20日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

53,691千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

98,070千円

２　破産債権、更生債権その他これらに準ずる債権に対

する貸倒引当金を直接控除して表示しております。

破産債権、更生債権その他
これらに準ずる債権

14,527千円

貸倒引当金 △14,527千円

－　　千円

２　破産更生債権等に対する貸倒引当金を直接控除し

て表示しております。

 

破産更生債権等 25,985千円

貸倒引当金 △25,985千円

－　　千円

※３　期末日の満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。な

お、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会

計年度末残高に含まれております。

受取手形 122,624千円

 

　　　　　──────────

 

　

(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年５月21日
至　平成19年５月20日)

当連結会計年度
(自　平成19年５月21日
至　平成20年５月20日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給与手当 469,395千円

退職給付費用 24,428

配送運賃 542,569

業務外注費 1,364,175

地代家賃 519,518

賃借料 340,523

貸倒引当金繰入 1,211

減価償却費 177,460

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給与手当 663,269千円

退職給付費用 43,096

配送運賃 818,867

業務外注費 1,503,705

地代家賃 610,064

賃借料 367,844

貸倒引当金繰入 10,582

減価償却費 293,596

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりです。

建物（建物附属設備） 111千円

工具器具及び備品 4,083千円

合計 4,194千円

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりです。

建物（建物附属設備） 7,757千円

工具器具及び備品 3,960千円

合計 11,717千円

　　　　　　　　────────── ※３　減損損失
　当社グループでは、電話加入権につき現在休止して
いる電話回線は、将来の使用見込みがないため、遊休
資産となった電話加入権については帳簿価額を市場
価格に基づく正味売却価額まで減額し、当該減少の
3,376千円を減損損失として特別損失に計上いたし
ました。 
　なお、当社グループは資産を全社資産、遊休資産に
区分してグルーピングを行っております。 
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成18年５月21日　至　平成19年５月20日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計
年度末株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計
年度末株式数

摘要

発行済株式
普通株式

22,218,000株13,000株 ― 22,231,000株(注１)

合計 22,218,000株13,000株 ― 22,231,000株
自己株式
普通株式

26,450株 9,350株 ― 35,800株(注２)

合計 26,450株 9,350株 ― 35,800株
(注) １　発行済株式の増加は新株予約権行使によるものであります。

２　自己株式の増加は単元未満株式の買取によるものであります。

　

２．配当に関する事項

(１）配当金支払額

　該当事項はありません。

　

(２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決　議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

1株当たり

配当額（円）
基　準　日 効力発生日

平成19年7月11日

取締役会
普通株式 44,390利益剰余金 2.00平成19年5月20日平成19年8月10日

　

当連結会計年度（自　平成19年５月21日　至　平成20年５月20日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計
年度末株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計
年度末株式数

摘要

発行済株式
普通株式

22,231,000株47,000株 ― 22,278,000株(注１)

合計 22,231,000株47,000株 ― 22,278,000株
自己株式
普通株式

35,800株 4,203株 ― 40,003株(注２)

合計 35,800株 4,203株 ― 40,003株
(注) １　発行済株式の増加は新株予約権行使によるものであります。

２　自己株式の増加は単元未満株式の買取によるものであります。

　

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決　議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額（円）
基　準　日 効力発生日

平成19年7月11日

取締役会
普通株式 44,390 2.00平成19年5月20日 平成19年8月10日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年５月21日
至　平成19年５月20日)

当連結会計年度
(自　平成19年５月21日
至　平成20年５月20日)

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成19年5月20日）

現金及び預金 1,714,774千円

現金及び現金同等物 1,714,774千円
 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成20年5月20日）

現金及び預金 1,034,407千円

現金及び現金同等物 1,034,407千円
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年５月21日
至　平成19年５月20日)

当連結会計年度
(自　平成19年５月21日
至　平成20年５月20日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額相
当額
(千円)

減価償却累
計額相当額
(千円)

期末残高相
当額
(千円)

機械装置 170,95036,122134,827
車両運搬具 8,695 4,063 4,631
工具器具及び
備品

240,854124,148116,706

ソフトウエア 671,799490,998180,800

合計 1,092,299655,333436,965

取得価額相
当額
(千円)

減価償却累
計額相当額
(千円)

期末残高相
当額
(千円)

機械装置 408,80895,189313,618
車両運搬具 8,695 6,057 2,637
工具器具及び
備品

426,529122,225304,304

ソフトウエア 770,812481,302289,509

合計 1,614,845704,775910,070

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 150,410千円

１年超 298,885千円

合計 449,296千円

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 246,597千円

１年超 680,737千円

合計 927,335千円

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 203,960千円

減価償却費相当額 190,562千円

支払利息相当額 13,210千円

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 269,205千円

減価償却費相当額 250,379千円

支払利息相当額 26,008千円

４　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

５　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

５　利息相当額の算定方法

同左

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありません。

 

(減損損失について)

同左

オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 188,830千円

１年超 2,683,171千円

合計 2,872,002千円

オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 261,805千円

１年超 2,420,251千円

合計 2,682,056千円
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(有価証券関係)

前連結会計年度（平成19年5月20日）

１　その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

(1) 株式 697 666 31

(2) 債券

　①国債・地方債等 20,009 19,944 65

合計 20,706 20,610 96

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年５月21　至 平成19年５月20日）

該当事項ありません。

３　時価評価されていない主な有価証券の内容

連結貸借対照表計上額（千円）

(1)その他有価証券

非上場株式 2,500

　

４　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

１年以内（千円）
１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超（千円）

１　債券

　(1)　国債・地方債等 20,000 － － －

合計 20,000 － － －
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当連結会計年度（平成20年5月20日）

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

(1) 株式 1,904 1,729 175

(2) 債券

　①国債・地方債等 ― ― ―

合計 1,904 1,729 175

　　　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成19年５月21日　至 平成20年５月20日）

該当事項はありません。

３　時価評価されていない主な有価証券の内容

　

連結貸借対照表計上額（千円）

(1)その他有価証券

非上場株式 2,500
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成18年５月21日　至　平成19年５月20日)

　当社グループはデリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年５月21日　至　平成20年５月20日)

　当社グループはデリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。

　

(退職給付関係)

　
前連結会計年度
(平成19年５月20日)

当連結会計年度
(平成20年５月20日)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、平成18年５月に退職一時金制度の一部につ

いて確定拠出年金制度へ移行しております。なお、退

職給付算定は簡便法によっております。

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、平成18年５月に退職一時金制度の一部につ

いて確定拠出年金制度へ移行しております。なお、退

職給付算定は簡便法によっております

２．退職給付債務に関する事項

（平成19年5月20日現在）

(1) 退職給付債務 63,427千円

(2) 退職給付引当金 63,427千円

２．退職給付債務に関する事項

（平成20年5月20日現在）

(1) 退職給付債務 68,163千円

(2) 退職給付引当金 68,163千円

３．退職給付費用に関する事項

（自　平成18年5月21日　至　平成19年5月20日）

退職給付費用 24,428千円

３．退職給付費用に関する事項

（自　平成19年5月21日　至　平成20年5月20日）

退職給付費用 43,096千円
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度（自　平成18年５月21日　至　19年５月20日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)　ストック・オプションの内容

平成16年５月期

付与対象者の区分及び数

当社取締役　２名

当社監査役　１名

当社従業員７４名

ストック・オプション数
（注）１

普通株式760,000株

付与日 平成15年８月６日

権利確定条件 （注）２

対象勤務期間 平成16年１月31日～平成17年８月６日

権利行使期間 平成17年８月７日～平成25年８月６日

権利行使条件 （注）３

(注) １　株式数に換算して記載しております。

２　付与日（平成15年８月６日）以降、権利行使期間（平成17年８月７日～平成25年８月６日）まで上記付与対象

者の地位にあることを要する。

３　権利行使の条件は以下のとおりです。

①　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業

員の地位にあることを要する。

ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合にはこの限りではない。

②　新株予約権行使日の前日の店頭登録市場又は証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値又は日

本証券業協会が公表する当社普通株式の午後３時現在における直近の売買価格が、１株当たりの払込価

額の１．５倍以上であることを要する。

③　その他の条件は、本総会決議及び平成15年12月９日の新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

　

(2)　ストック・オプションの規模及びその変動状況

①　ストック・オプションの数

 平成16年５月期

付与日 平成15年８月６日

権利確定前　（株）

前連結会計年度末 ―

付与 ―

失効 ―

権利確定 ―

未確定残 ―

権利確定後　（株）

前連結会計年度末 425,000

権利確定 ―

権利行使  13,000

失効 ―

未行使残 412,000

　

②　単価情報

 平成16年５月期

付与日 平成15年８月６日

権利行使価格（円）  50

行使時平均株価（円） 145
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当連結会計年度（自　平成19年５月21日　至　20年５月20日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)　ストック・オプションの内容

 平成16年５月期

付与対象者の区分及び数

当社取締役　２名

当社監査役　１名

当社従業員７４名

ストック・オプション数
（注）１

普通株式760,000株

付与日 平成15年８月６日

権利確定条件 （注）２

対象勤務期間 平成16年１月31日～平成17年８月６日

権利行使期間 平成17年８月７日～平成25年８月６日

権利行使条件 （注）３

(注) １　株式数に換算して記載しております。

２　付与日（平成15年８月６日）以降、権利行使期間（平成17年８月７日～平成25年８月６日）まで上記付与対象

者の地位にあることを要する。

３　権利行使の条件は以下のとおりです。

　
① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業

員の地位にあることを要する。

ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合にはこの限りではない。

②　新株予約権行使日の前日の店頭登録市場又は証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値又は日

本証券業協会が公表する当社普通株式の午後３時現在における直近の売買価格が、１株当たりの払込価

額の１．５倍以上であることを要する。

③　その他の条件は、本総会決議及び平成15年12月９日の新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

　

(2)　ストック・オプションの規模及びその変動状況

①　ストック・オプションの数

 平成16年５月期

付与日 平成15年８月６日

権利確定前　（株）

前連結会計年度末 ―

付与 ―

失効 ―

権利確定 ―

未確定残 ―

権利確定後　（株）

前連結会計年度末 412,000

権利確定 ―

権利行使  47,000

失効   2,000

未行使残 363,000

　
②　単価情報

 平成16年５月期

付与日 平成15年８月６日

権利行使価格（円）  50

行使時平均株価（円） 140
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年５月20日)

当連結会計年度
(平成20年５月20日)

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

 

流動資産「繰延税金資産」　　　　　（千円）

貸倒引当金 23,256

返品調整引当金 681

未払賞与 15,509

未払事業税 5,389

未払事業所税 5,272

その他有価証券評価差額 26

その他 15,318

評価性引当額 △16,428

繰延税金資産合計 49,026

固定資産「繰延税金資産」

貸倒引当金 5,911

退職給付引当金 25,808

役員退職慰労金 11,413

投資有価証券評価損 5,367

その他有価証券評価差額 12

その他 890

評価性引当額 △22,692

繰延税金資産合計 26,712
 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

 

流動資産「繰延税金資産」　　　　　（千円）

貸倒引当金 23,572

返品調整引当金 874

未払賞与 19,611

未払事業税 2,441

未払事業所税 7,144

繰越欠損金 32,982

その他 20,903

評価性引当額 △23,372

繰延税金資産合計 84,158

固定資産「繰延税金資産」

貸倒引当金 7,581

退職給付引当金 27,735

役員退職慰労金 6,070

投資有価証券評価損 4,146

その他有価証券評価差額 71

その他 3,151

評価性引当額 △19,172

繰延税金資産合計 29,584
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7%

評価性引当額の純増減 1.8%

交際費等永久に損金に
算入されない項目

1.8%

留保金課税 2.9%

住民税均等割額 1.7%

その他 △0.1%

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

48.8%

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載

を省略しております。
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(セグメント情報)

　

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年５月21日　至　平成19年５月20日)

　    　当社及び連結子会社の事業は、ソリューション事業ならびに付帯業務の単一事業であります。

　　  　従いまして、 開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成19年５月21日　至　平成20年５月20日)

      　当社及び連結子会社の事業は、ソリューション事業ならびに付帯業務の単一事業であります。

　　  　従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年５月21日　至　平成19年５月20日)

   在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成19年５月21日　至　平成20年５月20日)

   在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年５月21日　至　平成19年５月20日)

   海外売上がないため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成19年５月21日　至　平成20年５月20日)

   海外売上がないため、記載を省略しております。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年５月21日　至　平成19年５月20日)

１　親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容
取引の内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
プ ラ ス
(株)

東京都
港区

1,321,300

文 具 ・ オ
フィス家具
等の製造販
売

被所有
直接
44.54
間接
5.91

（16.34）

－

商品の仕
入先
設備の賃
借等

商品の仕入
 

937,204支払手形 313,317

 

買掛金

 

61,164

不動産の
賃借
 

275
未払金
 

5,527
ソフトウエ
ア等のリー
ス

49,941

(注) １　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

不動産賃借取引については、近隣の相場等を参考に交渉の上決定しております。

商品取引については、市場価格を参考に交渉の上決定しております。

ソフトウエア等のリース取引については、リース会社との取引価格を参考に交渉の上決定しております。

３　議決権等の所有(被所有)割合の欄の（　）内は、緊密な者または同意している者の所有割合で、外数でありま

す。

　

２　兄弟会社等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容
取引の内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
の子会
社

プラスロ
ジスティ
クス(株)

東京都
豊島区

400,000
オフィス関
連事業

被所有
直接
4.54

―
商品の物
流委託等

商品の物流
等

 
 
1,288,433
 
 
 

 
 
 
未払金

 
 
 
87,691

親会社
の子会
社

プラスス
ペースデ
ザイン㈱

東京都
港区

100,000
オフィス関
連事業

― ―
商品の仕
入他

商品の仕入
等

134,817買掛金 92,377　

(注) １　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

取引については、市場価格を参考に交渉の上決定しております。
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当連結会計年度(自　平成19年５月21日　至　平成20年５月20日)

１　親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容
取引の内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
プ ラ ス
(株)

東京都
港区

1,321,300

文 具 ・ オ
フィス家具
等の製造販
売

被所有
直接
44.44
間接
5.90

（17.26）

－

商品の仕
入先
設備の賃
借等

商品の仕入
 

945,872支払手形 288,438

買掛金

 
97,878

ソフトウエ
ア等のリー
ス

11,083未払金 922

(注) １　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

不動産賃借取引については、近隣の相場等を参考に交渉の上決定しております。

商品取引については、市場価格を参考に交渉の上決定しております。

ソフトウエア等のリース取引については、リース会社との取引価格を参考に交渉の上決定しております。

３　議決権等の所有(被所有)割合の欄の（　）内は、緊密な者または同意している者の所有割合で、外数でありま

す。

　

２　兄弟会社等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容
取引の内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
の子会
社

プラスロ
ジスティ
クス(株)

東京都
港区

400,000
オフィス関
連事業

被所有
直接
4.54

―
商品の物
流委託等

商品の物流
等

1,124,690

 

 
 
 
未払金

 
 
 
98,817

(注) １　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

取引については、市場価格を参考に交渉の上決定しております。

　

（企業結合等関係）

前連結会計年度（自平成18年５月21日　至平成19年５月20日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自平成19年５月21日　至平成20年５月20日）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年５月21日
至　平成19年５月20日)

当連結会計年度
(自　平成19年５月21日
至　平成20年５月20日)

１株当たり純資産額 80円63銭１株当たり純資産額 74円97銭

１株当たり当期純利益 8円16銭 １株当たり当期純損失 3円59銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 8円06銭
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては、1株当たり当期純損失であるため記載しておりませ
ん。 

　

(注)１株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎

項目
前連結会計年度

(自　平成18年５月21日
至　平成19年５月20日)

当連結会計年度
(自　平成19年５月21日
至　平成20年５月20日)

連結損益計算書上の当期純利益又は
当期純損失（△）（千円）

181,045 △79,847

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益又は
当期純損失（△）千円）

181,045 △79,847

普通株式の期中平均株式数（千株） 22,189 22,237

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（千株） 286 ―

（うち新株予約権（千株）） （286） ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜
在株式の概要

新株予約権
（新株予約権の数　3,630個）

──―

これらの詳細については
「第４「提出会社の状況」、
１「株式等の状況」、
（２）「新株予約権等の状
況」に記載のとおりでありま
す。

　

(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自　平成18年５月21日
至　平成19年５月20日)

当連結会計年度
(自　平成19年５月21日
至　平成20年５月20日)

１　ストック・オプション

連結財務諸表提出会社は、平成19年８月９日開催の定

時株主総会および平成19年７月11日開催の取締役会に

おいて、連結財務諸表提出会社取締役に対するストック

・オプション報酬等の額（枠）および内容を決議して

おります。

──────────　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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⑤ 【連結附属明細表】

　【社債明細表】

該当事項はありません。

　

　【借入金等明細表】

　

区分 前期末残高（千円） 当期末残高（千円） 平均利率（％） 返済期限

短期借入金 ─ 1,000,000　　　　　　1.875 ─

１年以内に返済予定の長期

借入金
─ ─ ─ ─

１年以内に返済予定のリー

ス債務
─ ─ ─ ─

長期借入金（１年以内に返

済予定のものを除く。）
─ ─ ─ ─

リース債務（１年以内に返

済予定のものを除く。）
─ ─ ─ ─

その他有利子負債　 ─ ─ ─ ─

合計 ─ 1,000,000 ─ ─

（注）　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。　

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年５月20日)

当事業年度
(平成20年５月20日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 1,692,417 1,002,239

　２　受取手形 ※３ 1,487,042 1,347,329

　３　売掛金 ※１ 3,135,159 2,803,163

　４　有価証券 19,944 ―

　５　商品 1,024,192 1,356,101

　６　貯蔵品 14,154 28,191

　７　前払費用 31,475 59,983

　８　繰延税金資産 49,026 84,158

　９　未収入金 19,698 12,987

　10　未収消費税等 9,343 29,971

　11　立替金 165,796 345,536

　12　その他 10 1

　　　貸倒引当金 △60,077 △59,292

　　　流動資産合計 7,588,18386.0 7,010,37379.0

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　（1） 建物 52,601 102,804

　　　　　減価償却累計額 △7,184 45,416 △19,953 82,851

　　（2） 機械装置 2,794 116,649

　　　　　減価償却累計額 △1,492 1,301 △12,619104,029

　　（3） 工具器具及び備品 86,972 154,132

　　　　　減価償却累計額 △45,015 41,957 △65,497 88,634

　　 有形固定資産合計 88,6751.0 275,5163.1

　２　無形固定資産

　　（1） 商標権 2,898 2,463

　　（2） ソフトウエア 516,846 937,391

　　（3） ソフトウエア仮勘定 204,871 143,362

　　（4） 電話加入権 6,596 3,220

　　 無形固定資産合計 731,2138.3 1,086,43812.3

　３　投資その他の資産

　　（1） 投資有価証券 3,166 4,229

　　（2） 関係会社株式 10,000 10,000

　　（3） 繰延税金資産 26,712 29,584

　　（4） 敷金・保証金 367,607 451,672

　　（5） その他 6,303 3,803

　　 投資その他の資産合計 413,7894.7 499,2895.6

　　 固定資産合計 1,233,67814.0 1,861,24421.0

　　 資産合計 8,821,862100.0 8,871,618100.0
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　 前事業年度
(平成19年５月20日)

当事業年度
(平成20年５月20日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 ※１ 3,444,619 2,892,110

　２　買掛金 ※１ 1,398,007 1,461,360

　３　短期借入金 ― 1,000,000

　４　未払金 ※１ 613,945 573,003

　５　未払費用 62,593 68,648

　６　未払法人税等 83,075 8,730

　７　預り金 5,496 ―

　８　返品調整引当金 1,675 2,149

　９　その他 12,956 18,770

　　　流動負債合計 5,622,36963.7 6,024,77367.9

Ⅱ　固定負債

　１　退職給付引当金 63,427 68,163

　２　受入保証金 1,319,500 1,098,000

　３　その他 28,888 14,920

　　　固定負債合計 1,411,81516.0 1,181,08313.3

　　　負債合計 7,034,18579.7 7,205,85781.2

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 1,195,02513.5 1,196,20013.5

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 281,525 282,700

　　　　資本剰余金合計 281,5253.2 282,7003.2

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 ― 4,439

　　(2) その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 321,577 193,366

　　　　利益剰余金合計 321,5773.7 197,8052.2

　４　自己株式 △10,393△0.1 △10,841△0.1

　　　株主資本合計 1,787,73420.3 1,665,86418.8

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

△57 △0.0 △103△0.0

　　　評価・換算差額等合計 △57 △0.0 △103△0.0

　　　純資産合計 1,787,67720.3 1,665,76018.8

　　　負債及び純資産合計 8,821,862100.0 8,871,618100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年５月21日
至　平成19年５月20日)

当事業年度
(自　平成19年５月21日
至　平成20年５月20日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 19,633,662100.0 20,755,733100.0

Ⅱ　売上原価

　１　期首商品たな卸高 1,068,490 1,024,192

　２　当期商品仕入高 ※１ 14,743,414 15,523,105

　　　合計 15,811,904 16,547,298

　３　他勘定振替高 ※３ 29,061 55,161

　４　期末商品たな卸高 1,024,19214,758,65075.21,356,10115,136,03472.9

　　　売上総利益 4,875,01224.8 5,619,69827.1

　　　返品調整引当金戻入額 2,5270.0 1,6750.0

　　　返品調整引当金繰入額 1,6750.0 2,1490.0

　　　差引売上総利益 4,875,86424.8 5,619,22427.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1.2 4,559,75723.2 5,754,91227.8

　　　営業利益又は
　　　営業損失（△）

316,1061.6 △135,688△0.7

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 5,794 7,453

　２　消耗品売却収入 19,338 20,392

　３　破損商品等賠償金 9,148 7,346

　４　その他 6,150 40,4310.2 10,580 45,7730.2

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 ― 6,775

　２　手形売却損 ― 681

　３　支払手数料 ― ― ― 1,371 8,8280.0

　　　経常利益又は
　　　経常損失（△）

356,5381.8 △98,742△0.5

Ⅵ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※４ 4,194 11,717

　２　減損損失 ※５ ― 4,1940.0 3,376 15,0930.1

　　　税引前当期純利益又は
　　　税引前当期純損失（△）

352,3431.8 △113,836△0.6

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

166,000 7,037

　　　過年度法人税等戻入額 ― △3,520

　　　法人税等調整額 5,861 171,8610.9 △37,972△34,455△0.2

　　　当期純利益又は
　　　当期純損失（△）

180,4820.9 △79,381△0.4
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年５月21日　至　平成19年５月20日)

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成18年５月20日残高 1,194,700281,200281,200141,095141,095

事業年度中の変動額

　新株の発行 325 325 325 ― ―

　当期純利益 ― ― ― 180,482180,482

自己株式の取得 ― ― ― ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 325 325 325 180,482180,482

平成19年５月20日残高 1,195,025281,525281,525321,577321,577

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

平成18年５月20日残高 △8,956 1,608,038△106 △106 1,607,932

事業年度中の変動額

　新株の発行 ― 650 ― ― 650

　当期純利益 ― 180,482 ― ― 180,482

自己株式の取得 △1,436 △1,436 ― ― △1,436

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― 48 48 48

事業年度中の変動額合計 △1,436 179,696 48 48 179,744

平成19年５月20日残高 △10,393 1,787,734 △57 △57 1,787,677
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当事業年度(自　平成19年５月21日　至　平成20年５月20日)

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他
利益剰余金

利益
剰余金
合計繰越利益

剰余金

平成19年５月20日残高 1,195,025281,525281,525 ─ 321,577321,577

事業年度中の変動額

新株の発行 1,175 1,175 1,175 ─ ― ―

剰余金の配当 ― ― ― 4,439△48,829△44,390

当期純損失 ― ― ― ─ △79,381△79,381

自己株式の取得 ― ― ― ─ ― ―

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ─ ― ―

事業年度中の変動額合計 1,175 1,175 1,175 4,439△128,210△123,771

平成20年５月20日残高 1,196,200282,700282,700 4,439193,366197,805

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

平成19年５月20日残高 △10,393 1,787,734 △57 △57 1,787,677

事業年度中の変動額

新株の発行 ― 2,350 ― ― 2,350

剰余金の配当 ― △44,390 ― ― △44,390

当期純損失 ― △79,381 ― ― △79,381

自己株式の取得 △448 △448 ― ― △448

 株主資本以外の項目の
 事業年度中の変動額(純額)

― ― △46 △46 △46

事業年度中の変動額合計 △448 △121,869 △46 △46 △121,916

平成20年５月20日残高 △10,841 1,665,864 △103 △103 1,665,760
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重要な会計方針

項目
前事業年度

(自　平成18年５月21日
至　平成19年５月20日)

当事業年度
(自　平成19年５月21日
至　平成20年５月20日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2)その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定）なお、時価のあ

るその他有価証券のうち、「取得原

価」と「債券金額」の差額の性格が

金利の調整と認められるものについ

ては、移動平均法による償却原価法

により原価を算定しております。

(2)その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品

移動平均法による原価法

(1) 商品

同左

(2) 貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

(2) 貯蔵品

同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産　

定率法

耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

(1) 有形固定資産　

定率法 

耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

（会計方針の変更） 

　法人税法の改正（（所得税法等の一部

を改正する法律　平成19年３月30日　　　

法律第６号）及び（法人税法施行令の

一部を改正する政令　平成19年３月30日

政令第83号））に伴い、当事業年度から

平成19年５月21日以降に取得したもの

については、改正後の法人税法に基づく

方法に変更しております。 

　なお、改正法人税法では、平成19年４月

１日以降に取得した減価償却資産に適

用されますが、減価償却システムの改訂

の都合により、当事業年度開始以降に取

得した有形固定資産から変更しており

ます。

　この結果、従来の方法によった場合に

比べて、営業損失が8,699千円、経常損失

が8,699千円、税引前当期純損失が8,699

千円、当期純損失が8,699千円それぞれ

増加しております。

（追加情報） 

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、改

正前の法人税に基づく減価償却の方法

の適用により、取得価額の５％に到達し

た事業年度の翌事業年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。 

当該変更に伴う損益に与える影響は、軽

微であります。
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(2) 無形固定資産

定額法

　自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法

(2) 無形固定資産

同左

４　重要な引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　売上債権等の貸倒れに備えるため、

一般債権については、貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 返品調整引当金

エンドユーザーからの期末日後の

返品損失に備えるため、過去の返品

率等を勘案し、将来の返品に伴う損

失予想額を計上しております。

(2) 返品調整引当金

同左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。

（追加情報）

　当社は、平成18年5月に退職一時金制

度の一部について確定拠出年金制度

へ移行しております。

これによる当事業年度の損益に与

える影響額は、軽微であります。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。

５　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

６　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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表示方法の変更

　
前事業年度

(自　平成18年５月21日
至　平成19年５月20日)

当事業年度
(自　平成19年５月21日
至　平成20年５月20日)

 
──────────

（貸借対照表）
　前事業年度において独立掲記しておりました「預り
金」（当事業年度276千円）は、金額が僅少となった
ため、当事業年度においては流動負債の「その他」に
含めて表示しております。

　

　

EDINET提出書類

ビズネット株式会社(E03396)

有価証券報告書

69/91



注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年５月20日)
当事業年度

(平成20年５月20日)

※１　関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。

※１　関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。

流動資産

売掛金 69,625千円

流動負債

支払手形 313,317

買掛金 61,164

未払金 6,927

流動資産

売掛金 87,277千円

流動負債

支払手形 288,438

買掛金 97,878

未払金 2,014

　２　破産債権、更生債権その他これらに準ずる債権に対

する貸倒引当金を直接控除して表示しております。

　２　破産更生債権等に対する貸倒引当金を直接控除して

表示しております。

破産債権、更生債権
その他これらに準ずる債権

14,527千円

貸倒引当金 △14,527千円

― 千円

破産更生債権等
 

25,985千円

貸倒引当金 △25,985千円

― 千円

※３　期末日の満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当期末日が

金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形

が期末残高に含まれております。

受取手形 122,624千円

 

　　　　　───────────
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年５月21日
至　平成19年５月20日)

当事業年度
(自　平成19年５月21日
至　平成20年５月20日)

※１　関係会社との取引に係る主なものが次のとおり含

まれております。

※１　関係会社との取引に係る主なものが次のとおり含

まれております。

商品仕入高 937,204千円

販売費及び一般管理費 123,949

商品仕入高 945,872千円

販売費及び一般管理費 76,870

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給与手当 463,527千円

派遣人件費 83,121

退職給付費用 24,428

配送運賃 523,328

業務外注費 1,364,175

地代家賃 519,255

貸倒引当金繰入 1,232

通信費 115,375

減価償却費 177,460

賃借料 340,523

支払手数料 166,446

おおよその割合

　販売費 61.6％

　一般管理費 38.4％

給与手当 657,636千円

派遣人件費 120,166

退職給付費用 43,096

配送運賃 795,406

業務外注費 1,503,705

地代家賃 609,782

貸倒引当金繰入 10,673

通信費 124,475

減価償却費 293,596

賃借料 367,844

支払手数料 169,734

おおよその割合

　販売費 60.9％

　一般管理費 39.0％

※３　他勘定振替高

販売費及び一般管理費への振替高であります。

※３　他勘定振替高

販売費及び一般管理費への振替高であります。

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりです。

　建物（建物附属設備） 111千円

工具器具及び備品 4,083千円

合計 4,194千円

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりです。

建物（建物附属設備） 7,757千円

工具器具及び備品 3,960千円

合計 11,717千円

　　　　　　　─────────── ※５ 減損損失 

  当社では、電話加入権につき現在休止している電話回

線は、将来の使用見込みがないため、遊休資産となった電

話加入権については帳簿価額を市場価格に基づく正味売

却価額まで減額し、当該減少の3,376千円を減損損失とし

て、特別損失に計上いたしました。

  なお、当社は資産を全社資産、遊休資産に区分してグ

ルーピングを行っております。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　平成18年５月21日　至　平成19年５月20日）

１．自己株式の種類及び株式数に関する事項

前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 摘要

自己株式

普通株式
26,450株 9,350株 ― 35,800株（注）

合計 26,450株 9,350株 ― 35,800株

（注）　自己株式の増加は単元未満株式の買取によるものであります。

　

当事業年度（自　平成19年５月21日　至　平成20年５月20日）

１．自己株式の種類及び株式数に関する事項

前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 摘要

自己株式

普通株式
35,800株 4,203株 ─ 40,003株（注）

合計 35,800株 4,203株 ─ 40,003株

（注）　自己株式の増加は単元未満株式の買取によるものであります。
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年５月21日
至　平成19年５月20日)

当事業年度
(自　平成19年５月21日
至　平成20年５月20日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額相
当額
(千円)

減価償却累
計額相当額
(千円)

期末残高相
当額
(千円)

機械装置 170,95036,122134,827
車両運搬具 8,695 4,063 4,631
工具器具及び
備品

240,854124,148116,706

ソフトウエア 671,799490,998180,800

合計 1,092,299655,333436,965

取得価額相
当額
(千円)

減価償却累
計額相当額
(千円)

期末残高相
当額
(千円)

機械装置 408,80895,189313,618
車両運搬具 8,695 6,057 2,637
工具器具及び
備品

426,529122,225304,304

ソフトウエア 770,812481,302289,509

合計 1,614,845704,775910,070

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 150,410千円

１年超 298,885千円

合計 449,296千円

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 246,597千円

１年超 680,737千円

合計 927,335千円

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

 

支払リース料 203,960千円

減価償却費相当額 190,562千円

支払利息相当額 13,210千円

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

 

支払リース料 269,205千円

減価償却費相当額 250,379千円

支払利息相当額 26,008千円

４　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

５　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

５　利息相当額の算定方法

同左

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありません。

 

(減損損失について)

同左

オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 188,830千円

１年超 2,683,171千円

合計 2,872,002千円

オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 261,805千円

１年超 2,420,251千円

合計 2,682,056千円
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(有価証券関係)

前事業年度(平成19年５月20日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

当事業年度(平成20年５月20日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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(税効果会計関係)

　

前事業年度
(平成19年５月20日)

当事業年度
(平成20年５月20日)

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

 

流動資産「繰延税金資産」　　　　　（千円）

貸倒引当金 23,256

返品調整引当金 681

未払賞与 15,509

未払事業税 5,389

未払事業所税 5,272

その他有価証券評価差額 26

その他 15,318

評価性引当額 △16,428

繰延税金資産合計 49,026

固定資産「繰延税金資産」

貸倒引当金 5,911

退職給付引当金 25,808

役員退職慰労金 11,413

投資有価証券評価損 5,367

その他有価証券評価差額 12

その他 890

評価性引当額 △22,692

繰延税金資産合計 26,712

 
 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

 

流動資産「繰延税金資産」　　　　　（千円）

貸倒引当金 23,572

返品調整引当金 874

未払賞与 19,611

未払事業税 2,441

未払事業所税 7,144

繰越欠損金 32,982

その他 20,903

評価性引当額 △23,372

繰延税金資産合計 84,158

固定資産「繰延税金資産」

貸倒引当金 7,581

退職給付引当金 27,735

役員退職慰労金 6,070

投資有価証券評価損 4,146

その他有価証券評価差額 71

その他 3,151

評価性引当額 △19,172

繰延税金資産合計 29,584

 
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7%

評価性引当額の純増減 1.8%

交際費等永久に損金に
算入されない項目

1.8%

留保金課税 2.9%

住民税均等割額 1.7%

その他 △0.1%

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

48.8%

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略

しております。

 

 

 

　

（企業結合等関係）

前事業年度（自　平成18年５月21日　至　平成19年５月20日）

該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成19年５月21日　至　平成20年５月20日）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年５月21日
至　平成19年５月20日)

当事業年度
(自　平成19年５月21日
至　平成20年５月20日)

１株当たり純資産額 80円54銭１株当たり純資産額 74円90銭

１株当たり当期純利益 8円13銭１株当たり当期純損失 3円57銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 8円03銭
　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては、1株当たり当期純損失であるため記載しておりませ
ん。 

　

(注)１株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎

前事業年度
(自　平成18年５月21日
至　平成19年５月20日)

当事業年度
(自　平成19年５月21日
至　平成20年５月20日)

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失
（△）(千円)

180,482 △79,381

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失
（△）(千円)

180,482 △79,381

普通株式の期中平均株式数(千株) 22,189 22,237

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（千株） 286 ―

　（うち新株予約権（千株）） （286） ―

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後１
株当たり当期純利益の算定に含まれなかった
潜在株式の概要

───
新株予約権
（新株予約権の数　3,630個）
これらの詳細については、
「第４「提出会社の状況」、
１「株式等の状況」、
(２)「新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

　

　

(重要な後発事象)

前事業年度
(自　平成18年５月21日
至　平成19年５月20日)

当事業年度
(自　平成19年５月21日
至　平成20年５月20日)

１ ストック・オプション

当社は、平成19年８月９日開催の定時株主総会および

平成19年７月11日開催の取締役会において、当社取締役

に対するストック・オプション報酬等の額（枠）および

内容を決議しております。

──────────
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

投
資
有
価
証
券

そ
の
他
有
価
証
券

富士ゼロックス
インターフィルド(株)

50 2,500

明治製菓取引
持株会

3,550 1,729

(株)アルファ
パーチェス

28 0

小計 3,628 4,229

計 3,628 4,229

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産

　建物 52,60160,22210,019102,80419,95315,03082,851

　機械装置 2,794113,855 ― 116,64912,61911,126104,029

　工具器具及び備品 86,97283,72516,565154,13265,49733,08788,634

有形固定資産計 142,367257,80326,584373,58698,07059,244275,516

無形固定資産

　商標権 4,351 ― ― 4,351 1,887 435 2,463

　ソフトウェア 1,185,111654,461 ― 1,839,572902,180233,916937,391

ソフトウェア仮勘定 204,871781,974843,482143,362 ― ― 143,362

　電話加入権 6,596 ―
　　3,376　　　

　　　
(3,376)

3,220 ― ― 3,220

無形固定資産計 1,400,9291,436,436
846,858
（3,376)

1,990,506904,068234,3511,086,438

長期前払費用 ― ― ― ― ― ─ ―

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注) １　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

　　　　　機械装置 倉庫業務用設備 113,855千円

　　　　　ソフトウェア及びソフトウェア仮勘定 ＷＥＢカタログ・ＢＰＯシステム 404,436千円

システム安定化対策等 80,017千円

２　当期減少額のうち( )内は内書きで減損損失の計上額であります。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金　(注)1,2 74,605 31,978 ─ 21,305 85,278

返品調整引当金
(注)3

1,675 2,149 ─ 1,675 2,149

（注）１．貸倒引当金の当期減少額「その他」は、洗替えによる戻入額及び破産更生債権等の回収によるものでありま

す。

２．破産更生債権等に対する貸倒引当金は、貸借対照表では、破産更生債権等から直接控除して表示しております。

３．返品調整引当金の当期減少額の「その他」は、洗替えによる戻入額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産

　ａ　現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 190

預金の種類

当座預金 9,825

普通預金 990,862

別段預金 1,361

小計 1,002,049

合計 1,002,239

　

　ｂ　受取手形

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

株式会社一夢堂 319,441

株式会社モリイチ 125,703

株式会社黒田生々堂 94,509

オフィックス株式会社 77,194

株式会社文華堂 73,616

その他 656,862

合計 1,347,329

　

期日別内訳

期日 金額(千円)

平成20年６月満期 426,206

平成20年７月満期 428,717

平成20年８月満期 337,763

平成20年９月満期 149,306

平成20年10月満期 5,336

合計 1,347,329
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ｃ　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

株式会社タイチ 623,809

富士ゼロックスインターフィールド株式会社 129,832

株式会社一夢堂 105,112

株式会社ＢｔｏＢ 87,277

日本ブロードサポート株式会社 85,263

その他 1,771,868

合計 2,803,163

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高(千円)

(Ａ)

当期発生高(千円)

(Ｂ)

当期回収高(千円)

(Ｃ)

次期繰越高(千円)

(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

3,135,15921,793,52022,125,5152,803,163 88.8 49.9

(注)　当期発生高には、消費税等が含まれております。

　

ｄ　商品

品目 金額(千円)

PC・OA用品 390,998

事務用品 313,734

ファイル 115,234

オフィス生活用品 92,836

ノート・紙製品 62,333

その他 380,963

合計 1,356,101

　

ｅ　貯蔵品

品目 金額(千円)

カタログ 20,123

梱包材料 7,844

その他 223

合計 28,191
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ｆ　敷金・保証金

相手先 金額(千円)

月島倉庫株式会社 171,031

三井倉庫株式会社 91,535

プロロジス・パーク東京２有限会社 86,957

株式会社サンケイビル 58,921

パナソニックコンシューマーマーケティング株式会社 17,922

その他 25,304

合計 451,672
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②　負債

ａ　支払手形

　　相手先別内訳

相手先 金額(千円)

丸紅オフィス・サプライ株式会社 342,011

プラス株式会社 288,438

凸版印刷株式会社 214,087

国際紙パルプ商事株式会社 211,075

丸紅インフォテック株式会社 197,564

その他 1,638,933

合計 2,892,110

　

　　期日別内訳

期日 金額(千円)

平成20年６月満期 880,941

平成20年７月満期 864,310

平成20年８月満期 675,012

平成20年９月満期 462,942

平成20年10月満期 8,903

合計 2,892,110

　

ｂ　買掛金

　

　　　　　相手先別内訳

相手先 金額(千円)

株式会社スルガヤ 214,747

丸紅オフィス・サプライ株式会社 213,490

住友スリーエム株式会社 103,204

プラス株式会社 97,878

国際紙パルプ商事株式会社 64,776

その他 767,262

合計 1,461,360
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ｃ　短期借入金

　

相手先 金額(千円)

株式会社みずほコーポレート銀行 1,000,000

合計 1,000,000

　

ｄ　未払金

　

区分 金額(千円)

プラスロジスティクス株式会社 98,817

従業員給与 82,283

日本ビジネスコンピューター株式会社 52,710

三井倉庫株式会社 51,730

福山通運株式会社 30,913

その他 256,546

合計 573,003

　

ｅ　受入保証金

　

相手先 金額(千円)

第一開明株式会社 4,000

その他 1,094,000

合計 1,098,000

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ５月21日から翌５月20日まで

定時株主総会 毎年８月

基準日
（株主総会及び期末配当）

５月20日

株券の種類 1,000株券及び10,000株券

剰余金の配当の基準日 11月20日、５月20日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

　　買取手数料 無料（注）１

公告掲載方法 電子公告による（注）２

株主に対する特典 なし

（注）１　単元未満株式の買取代金の支払に要した送金手数料等の実費を買取代金から差引いて支払いいた

します。

　

２　事故その他やむを得ない事由により、電子公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載

して行う。

公告掲載URL　http://www.biznet.co.jp/

　

３　当社定款の定めにより、当社の株主（実質株主を含む。以下同じ。）は、その有する単元未満株式に

ついて、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（２）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

（３）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　

金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等の会社名　株式会社アイアンドアイ

親会社等状況報告書の提出日　平成20年３月31日 
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２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第35期)

自　平成18年５月21日
至　平成19年５月20日

平成19年８月10日
関東財務局長に提出。

(2)有価証券報告書の
訂正報告書

事業年度
(第35期)

自　平成18年５月21日
至　平成19年５月20日

平成19年11月30日
関東財務局長に提出。

(3)半期報告書 (第36期中) 自　平成19年５月21日
至　平成19年11月20日

平成20年２月15日
関東財務局長に提出。

(4)半期報告書の
訂正報告書

(第36期中) 自　平成19年５月21日
至　平成19年11月20日

平成20年７月７日
関東財務局長に提出。

(5)有価証券報告書の
訂正報告書

事業年度
(第35期)

自　平成18年５月21日
至　平成19年５月20日

平成20年７月７日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　
平成19年８月10日

ビズネット株式会社

取締役会　御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 平　井　　　清　㊞

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 杉　山　昌　明　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているビズネット株式会社の平成18年５月21日から平成19年５月20日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを

求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、ビズネット株式会社及び連結子会社の平成19年５月20日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

　

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提

出会社が別途保管している。
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独立監査人の監査報告書

　
平成20年８月８日

ビズネット株式会社

取締役会　御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 豊　島　忠　夫　㊞

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 栗　原　幸　夫　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているビズネット株式会社の平成19年５月21日から平成20年５月20日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ビズネット株式会社及び連結子会社の平成20年５月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提

出会社が別途保管している。
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独立監査人の監査報告書
　

平成19年８月10日

ビズネット株式会社

取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 平　井　　　清　㊞

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 杉　山　昌　明　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているビズネット株式会社の平成18年５月21日から平成19年５月20日までの第35期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ビズネット株式会社の平成19年５月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

　

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提

出会社が別途保管している。
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独立監査人の監査報告書
　

平成20年８月８日

ビズネット株式会社

取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 豊　島　忠　夫　㊞

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 栗　原　幸　夫　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているビズネット株式会社の平成19年５月21日から平成20年５月20日までの第36期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ビズネット株式会社の平成20年５月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提

出会社が別途保管している。
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